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提供体制の整備が求められます。 

 

○ 高齢者の自立支援・重度化防止に向け、理学療法士・作業療法士・言語聴覚

士等の専門職の関与により行われる訪問・通所リハビリテーションの重要性

が増しています。 

平成 29（2017）年 10月１日現在、県内の訪問リハビリテーション事業所は

722 事業所（みなし指定 703 事業所を含む）、通所リハビリテーション事業

所は 129事業所（みなし指定 63事業所を含む）あります。 

また、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士等による居宅療養管理指導について

は、十分には活用されていないのが実情で、今後、さらに充実を図る必要が

あります。 

 

○ 居宅介護支援事業については、平成 27（2015）年度の制度改正により、平

成 30（2018）年度から指定権限が県から市町等へ移譲されます。 

 

○ 地域共生社会の実現に向けて、高齢者と障がい児者が同一の事業所でサービ

スを受けやすくするため、平成 30（2018）年度から介護保険制度と障がい

福祉制度に新たに共生型サービスが位置付けられます。 

 

図３－１－１ 三重県における要介護人口１人あたり事業所数の全国値との 

比較 

 
 ※ 「事業所数／要介護人口」の全国値を１とした場合の三重県の値 

 ※ 全国の事業所数：「平成 27年 介護サービス施設・事業所調査」より 

   三重県の事業所数：長寿介護課調べ 

   全国および三重県の要介護人口：「介護保険事業状況報告月報」より 
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図３－１－２ 市町等（保険者）における要介護人口１人あたり事業所数の 

三重県値との比較 
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 ※ 「事業所数／要介護人口」の三重県値を 100％とした場合の各市町等の値 

 ※ 事業所数：長寿介護課調べ 

   要介護人口：「介護保険事業状況報告月報」より 
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（県の取組） 

 

○ 事業者のサービスの質の確保・向上を図るため、新規に指定を受けた事業者

に対しては、介護保険制度の概要、各種届出等の手続、事故発生時の対応、

サービス提供にあたっての留意事項等、基本事項の研修を実施し、既に指定

を受けている事業者に対しては、多岐にわたる介護保険法の各種基準の解釈

や介護報酬の算定方法について地域別に集団指導を実施するなど、事業者の

レベルアップを図っていきます。また、人員基準等や介護報酬について事業

者自身が日常的に自己点検できる「チェックシート」を提供していきます。 

 

○ 指定更新時には、更新申請手続等の説明会と併せ、管理者等を対象として人

員基準等の再確認および法令遵守の徹底を行うこと等を目的とする研修を

実施します。 

 

○ さらに、事業者への情報提供を充実させるため、県ホームページで事業者向

け情報を公表し、随時更新するとともに、メール配信システムの活用により、

迅速かつ確実に必要な情報を登録事業所に配信していきます。 

 

○ 訪問看護事業所による安定的なサービス提供を確保するため、訪問看護の住

民等への普及啓発や、多職種協働、事業所間の連携等の取組を支援します。 

 

○ 理学療法士等の専門職による訪問・通所リハビリテーションの推進に向け、

介護サービス事業者への研修会の開催等を行うとともに、三重県リハビリテ

ーション情報センターを通じて理学療法士等の専門職を各地域に派遣し、地

域ケア会議や地域リハビリテーション活動の支援を行います。 

 

○ 医師、看護師、歯科医療従事者、薬剤師、リハビリテーション関係職種、栄

養士、介護・福祉職種等による他職種協働が図られるよう、地域ケア会議な

どさまざまな職種が参加する事例検討会等の取組を支援します。 

 

○ 平成 30（2018）年度からの居宅介護支援事業の指定権限の移譲については、

市町等と連携を図りながら、円滑な移譲が行えるよう支援していきます。 

 

○ 共生型サービスについては、障がい福祉の指定を受けている事業所が、県ま

たは市町等で介護保険の指定を受けるために必要な情報の提供を行います。 
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（１）－２ 短期入所サービス 

 

（現状と課題） 

 

○ 短期入所サービス（短期入所生活介護、短期入所療養介護）は、利用者が可

能な限り自宅で自立した日常生活を営むことができるよう、自宅にこもりき

りの利用者の孤立感の解消や心身機能の維持回復を図るとともに、家族の身

体的・精神的な介護負担を軽減するといった重要な役割（レスパイトケア）

を担っています。 

 

○ 要介護者等が地域や自宅での生活を継続していくためには、介護者の負担軽

減は大きな課題の一つとなっています。介護を担っている家族が病気やけが、

冠婚葬祭などの事由のほか、介護疲れから一時的に解放され、休息をとるた

めに短期入所サービスを利用することで、心身疲労や共倒れを防ぐとともに、

要介護者等も気分転換や家族の介護を客観的に見ることができるなどのメ

リットがあります。 

 

○ 平成 29（2017）年 10月１日現在、県内の短期入所生活介護事業所は 230事

業所 3,294床（空床利用を除く。）、短期入所療養介護事業所は 89事業所（全

て空床利用。）あります。 

 

○ 医療依存度が高い場合に施設側の受入れが困難であったり、特別養護老人ホ

ームへの入所待ちの場として長期間継続して利用されているなどの課題が

指摘されています。 

 

 

○ 医療や認知症への対応など多様な利用者のニーズに応えるためには、看護職

員や機能訓練指導員等の人員配置を手厚くするほか、機能的かつ十分な設備

を有する必要があることから、短期入所サービスを提供する事業者に対し、

より望ましい施設整備および運営について個別の相談や指導等を行います。 

 

○ 短期入所サービスを長期間継続して利用している方がいる事業所に対して

は、利用者および家族の意向を十分にふまえた上で、居宅介護支援事業者や

他の居宅サービス事業者とも連携し、適切な居宅サービスまたは施設サービ

スが提供されるための必要な支援が行えるよう助言します。 

（県の取組） 
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（１）－３ 地域密着型サービス 

 

（現状と課題） 

 

○ 地域密着型サービスは、認知症高齢者や中重度の要介護者、ひとり暮らしの

高齢者が、住み慣れた地域で今までの生活が維持できるようにサポートする

サービスとして平成 18（2006）年に創設されました。原則として所在市町

の住民のみが利用できるサービスで、保険者が指定・指導監督の権限を持ち、

国の基準の範囲内で独自の介護報酬が設定できます。地域の特性に応じた多

様で柔軟なサービスの提供を円滑に受けることができるよう、基盤整備を進

める必要があります。 

 

○ 平成 24（2012）年には新たに、日中・夜間を通じて訪問介護・訪問看護を

提供することにより、要介護者の在宅生活を 24 時間支えるサービスである

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」、通い・訪問・泊まりのサービスを

柔軟に組み合わせて提供することにより、24 時間 365 日の在宅高齢者のニ

ーズに対応するサービスと訪問看護を組み合わせた「複合型サービス（看護

小規模多機能型居宅介護）」が創設されました。県内では、平成 29（2017）

年 10月時点で「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」は８件、「複合型サー

ビス」は４件となっています。 

また、平成 28（2016）年４月から利用定員 18人以下の小規模な通所介護事

業所が「地域密着型通所介護」として地域密着型サービスに移行し、市町等

が事業所の指定・指導監督を行うこととなりました。県内では、433件の事

業所が地域密着型通所介護へ移行しました。 

 

○ 地域密着型サービスの整備については、国の緊急経済対策の一環である「介

護基盤緊急整備等臨時特例交付金」を活用した「介護基盤緊急整備等特別対

策事業補助金」により施設整備が行われてきましたが、平成 27（2015）年

度からは新たに創設された「地域医療介護総合確保基金（介護分）」を活用

した「介護サービス施設・設備整備推進事業補助金」により整備を進めてき

たところです。また、施設の開所を円滑にするために、事業の立ち上げの初

年度に必要な設備整備費等に係る支援を行ってきたところです。 
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図３－１－３ 補助金を活用した地域密着型サービス事業所等整備の状況（第６期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設種別 
地域密着型サービス

等整備助成事業 

介護施設等の施設開設

準備経費等支援事業 

地域密着型特別養護老人ホーム 

（※定員 29人以下の特別養護老人ホーム） 
６施設(174床) 174床 

認知症高齢者グループホーム 12施設(117床) 126床 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ２施設 ４施設 

小規模多機能型居宅介護 ７施設（43床） 52床 

認知症対応型デイサービス １施設（12床） － 

看護小規模多機能型居宅介護 １施設（9床） 15床 

三重県長寿介護課作成 
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（県の取組） 

 

○ 「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」や「複合型サービス」の普及に向け

て、市町等に対し積極的に情報提供します。また、これらのサービスの実施

にあたって、市町等は、その区域内の訪問介護・通所介護の量が、介護保険

事業計画に定める見込み量を上回るか、または計画の達成にあたり支障があ

ると判断した場合には、県が行う訪問介護・通所介護の指定について協議を

求めることができることとされており、平成 26（2014）年度に実施した事

例もあることから、今後とも市町からの要請があれば対応していきます。 

 

○ 平成 27（2015）年度に創設された地域医療介護総合確保基金（介護分）を

活用した「介護サービス施設・設備整備推進事業補助金」により、地域密

着型特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム等の地域密着型サ

ービスの施設整備および設備整備に対して、支援を行います。 
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（１）－４ 特別養護老人ホーム 

 

（現状と課題） 

 

○ 施設サービスを必要とする方が円滑に介護保険施設を利用できるよう、市町

と連携して特別養護老人ホーム等の整備を進めています。 

 

○ 第６期介護保険事業支援計画においては、期間中の３か年で広域型（定員

30人以上）の特別養護老人ホーム 710床、地域密着型（定員 29人以下）の

特別養護老人ホーム 203 床の整備を行い、広域型の特別養護老人ホームは

8,977床、地域密着型の特別養護老人ホームは 1,003床となり、合わせて特

別養護老人ホームの定員数は 9,980床となっています。 

 

○ 平成 28（2016）年９月１日現在、特別養護老人ホームへの入所申込者は、

県全体で 9,627人、このうち重度の介護が必要な在宅の待機者は 1,411人と

なっています。この中には、入所の順番になっても入所を断った方 470人や

入所手続き中の方 302人も含まれていることから、実質的な待機者は 639人

となり、依然として多い状況にあります。 

 

○ 特別養護老人ホームについては、限られた資源の中で、より入所の必要性の

高い方が入所しやすくなるよう、居宅での生活が困難な中重度の要介護高齢

者を支える施設としての重点化を図るため、平成 27（2015）年４月１日以

降、新たに入所する方については、原則として要介護３以上に限定すること

とされています。 

 

○ 県では、これまでも施設サービスを受ける必要性が高い入所申込者を優先的

に入所できるようにするため、市町・三重県老人福祉施設協会等との協働で

「三重県特別養護老人ホーム入所基準策定指針」を定め、各施設における入

所決定に際しての適正化を図っています。 

 

○ 施設サービスを必要とする方が円滑に介護保険施設へ入所できるようにす

るためには、施設整備を着実に推進していくとともに、各施設において入所

基準策定指針に沿った適切な入所決定が行われることが必要です。 
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（県の取組） 

 

○ 広域型の特別養護老人ホームについては、施設サービスを必要とする高齢者

ができるだけ円滑に入所できるよう、市町等の介護保険事業計画における利

用見込をふまえつつ、市町等が整備・指定を行う地域密着型特別養護老人ホ

ームの整備と併せて計画的に整備を進めます。 

 

○ 広域型の特別養護老人ホームの施設整備（創設・増築）に対して、「老人保

健福祉施設整備費補助金」により支援を行います。 

 

○ 広域型の特別養護老人ホームの施設整備（創設・増築）に対して、「地域医

療介護総合確保基金事業補助金（介護施設等の施設開設準備経費等支援事

業）」を活用し、開所を円滑にするために、事業の立ち上げの初年度に必要

な設備整備費等に係る支援を行います。 

 

○ 施設サービスを受ける必要性が高い入所申込者が優先的に入所できるよう、

引き続き、各施設に対して、「三重県特別養護老人ホーム入所基準策定指針」

に基づく入所基準の適正運用を働きかけていきます。 
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（１）－５ 介護老人保健施設 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護を必要とする高齢者の自立を支援し、家庭への復帰をめざすとともに、

地域において自立した在宅生活が継続できるよう、在宅復帰支援と在宅生活

支援という重要な役割を担う介護老人保健施設の整備を進めています。 

 

○ 第６期介護保険事業支援計画においては、期間中の３か年での整備はなく、

介護老人保健施設の定員数は 6,683床となっています。 

 

○ 介護老人保健施設は、医療、看護、介護、リハビリテーションといった多様

なサービスを総合的に提供することができることから、地域包括ケアシステ

ムにおいても、中核的な役割を担うことが期待されています。 

 

○ 高齢者が必要とされる施設サービスを適切に受けられ、とりわけ、医療依存

度が高い高齢者を適切に支援していくためには、特別養護老人ホームととも

に、医療や看護、リハビリ等の専門性を有する介護老人保健施設をバランス

よく整備していくことが必要です。 

 

図３－１－６ 介護老人福祉施設の整備数の推移 
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図３－１－７ 第６期計画期間中の施設整備の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（県の取組） 

 

○ 必要な施設サービスを地域において適切に受けられるよう、市町の介護保険

事業計画における利用見込をふまえつつ、地域の実情に応じた介護老人保健

施設の施設整備を進めます。 

 

○ 介護老人保健施設（定員 30人以上）の施設整備（創設）に対して、「老人保

健福祉施設整備費補助金」により支援を行います。 

 

○ 介護老人保健施設（定員 30 人以上）の施設整備（創設）に対して、開所を

円滑にするために、事業の立ち上げの初年度に必要な設備整備費等に係る支

援を行います。 

 

○ 地域包括ケアシステムにおいて、介護老人保健施設が在宅復帰支援施設と

しての機能を発揮できるよう、「在宅強化型老人保健施設」の要件を満たす

ことや介護報酬上の「在宅復帰・在宅療養支援機能加算」を活用した機能

強化を働きかけていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

【介護老人保健施設】 

圏域 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 ３か年の合計 

計画数 実績数 計画数 実績数 計画数 選定数 計画数 実績・選定数 

北 勢 170 0 110 0 210 0 490 0 

中勢伊賀 0 0 0 0 10 0 10 0 

南勢志摩 80 0 110 0 140 0 330 0 

東 紀 州 20 0 110 0 0 0 130 0 

県 計 270 0 330 0 360 0 960 0 

 

 



44 

 

（１）－６ 介護療養型医療施設・介護医療院 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護療養型医療施設とは、療養病床等を有する病院・診療所の介護保険適用

部分に入院する要介護者に対し、施設サービス計画に基づき、療養上の管理、

看護、医学的管理の下における介護その他の世話および機能訓練等の必要な

医療を行うことを目的とする施設です。 

 

○ 平成 18（2006）年に、「主に医療が必要な方には医療サービス、主に介護が

必要な方には介護サービスを」の考え方のもと、医療の必要度に応じた機能

分担を推進することにより、利用者の実態に即したサービスの提供を図る療

養病床の再編政策が示されました。 

 

○ これにより、平成 23（2011）年度末までに介護療養型医療施設は廃止し、

老人保健施設や特別養護老人ホームなどの施設等に転換されることとなっ

ていましたが、転換が進んでいない状況をふまえ、６年間（平成 29（2017）

年度末まで）転換期限が延長され、平成 29（2017）年６月に公布された「地

域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」に

より、さらに６年間（平成 35（2023）年度末まで）期限が延長されたとこ

ろです。 

 

○ また、平成 30（2018）年４月には、慢性期の医療・介護のニーズを併せ持

つ高齢者を対象に「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の

医療機能と「生活施設」としての機能を兼ね備えた新たな介護保険施設とし

て、「介護医療院」が創設されることとなりました。 

 

○ 平成 29（2017）年３月に策定した三重県地域医療構想では、一般病床と療

養病床を４つの機能（高度急性期・急性期・回復期・慢性期）に区分し、将

来の医療需要をふまえた医療機能の分化・連携を進めることとしています。

慢性期については、療養病床が多くを占めており、医療機能の分化・連携が

進むことにより、医療療養病床や介護療養型医療施設が介護医療院へ転換す

ることも見込まれます。 

 

○ 療養病床の再編は、医療機関の経営判断により進められるものであることか

ら、本県においては、医療機関からの相談対応および転換支援措置の情報提
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供等を行い、転換意向を持つ医療機関が円滑に転換できるよう支援しており、

これまで４施設が老人保健施設等へ転換しています。 

 

○ 平成 29（2017）年９月に実施した転換意向調査によると、介護療養型医療

施設（13 施設 481 床）の転換意向は、医療療養病床等の医療保険の病床へ

の転換が 74 床、介護医療院への転換が５床、未定や未回答が 402 床となっ

ていますが、介護医療院の基準や報酬が判明していない時点の調査であり、

介護療養型医療施設の廃止期限がさらに６年間延長された状況もあること

から、今後も転換意向を注視していく必要があります。 

 

（県の取組） 

 

○ 引き続き、医療担当課と連携しながら、転換を希望する医療機関の個別相談

に随時応じることにより、介護療養型医療施設の円滑な転換を支援します。 

 

○ 転換にあたっては、介護医療院に転換する場合の施設基準の緩和など転換に

伴う費用負担軽減のための措置などが講じられる見込みであることから、医

療機関に対してこれらの情報提供を行うとともに、転換意向の把握に努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

図３－１－８ 介護療養型医療施設の推移 
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図３－１－９ 療養病床を有する医療機関における転換の意向調査（H29.9） 
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（１）－７ 個室ユニット化の推進 

 

（現状と課題） 

 

○ 「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指

針」（平成 18（2006）年厚生労働省告示第 314号）においては、平成 37（2025）

年度の介護保険施設（地域密着型を含む。）の入所定員の 50％以上（このう

ち、特別養護老人ホーム（地域密着型を含む。）については 70％以上）をユ

ニット型施設とすることを目標としています。 

 

○ 介護保険施設における個室ユニット化を推進していくため、特別養護老人ホ

ーム（広域型）および介護老人保健施設の整備にあたっては、ユニット型施

設の整備を基本としてきたところです。 

 

○ また、「地域医療介護総合確保基金（介護分）」を活用した「介護サービス施

設・設備整備推進事業補助金」により、従来型施設のユニット化への改修を

進めてきました。 

 

○ この結果、県内の介護保険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設）

におけるユニット型施設の割合は 38.6％（このうち、特別養護老人ホーム

（地域密着型を含む。）におけるユニット型施設の割合は 49.5％）となって

います。 

 

○ 一方で、介護人材が不足する中、ユニット型施設はユニットごとに介護職員

の配置を要するため、従来型と比較して勤務体制の確保が難しいという現状

があります。また、入居費用の負担軽減のため従来型施設を希望する方も多

いことから、従来型施設についても一定数確保していく必要があります。 
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（県の取組） 

 

○ 利用者一人ひとりの個性や生活のリズムを尊重したユニットケアを推進す

るため、特別養護老人ホーム（広域型）および介護老人保健施設の整備につ

いては、基本的にユニット型施設の整備とします。 

 

○ ただし、従来型施設への入所希望が多いことやユニット型施設の整備状況を

勘案し、一部については、地域の実情に応じて、市町の意見を聞いた上で従

来型施設を整備することも可能とします。 

 

○ 地域医療介護総合確保基金（介護分）を活用した「介護サービス施設・設備

整備推進事業補助金」により、従来型施設のユニット化への改修に対して、

支援を行います。 
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（１）－８ 養護老人ホーム 

 

（現状と課題） 

 

○ 養護老人ホームは、65 歳以上で環境上の理由および経済的理由により居宅

において養護を受けることが困難な方が市町村長の措置により入所し、その

方が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導およ

び訓練その他の援助を行う施設です。 

 

○ 養護老人ホームの入所者は、介護保険の居宅サービスの利用が可能となって

います。（養護老人ホームの居室は、介護保険における「居宅」とされてい

ます。） 

 

○ 県内の施設数は 21施設、定員数は 1,300人で、入居率は 91.6％となってお

り、このうち、特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設数は 12 施設、

定員数は 820人（平成 29（2017）年 10月１日現在）であり、全て外部サー

ビス利用型となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定施設入居者生活介護とは 

指定を受けた特定施設に入居している要介護（要支援）の方を対象として行われる、日

常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話のことであり、介護保険の対象となります。

介護保険法上の「特定施設」とは、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム

です。 

特定施設入居者生活介護は、包括型（一般型）と外部サービス利用型に区分されます。

包括型は、特定施設の職員が入居者に対するサービスを提供するものです。外部サービ

ス利用型は、特定施設の職員が計画の作成、安否確認・生活相談等を行い、施設が委託

する居宅サービス事業者が計画に基づき介護サービスを提供するものです。 
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（県の取組） 

 

○ 養護老人ホームは、「住まい」と「生活支援」の役割を担っています。養護

老人ホームが本来の機能である入退所者の自立支援・相談援助の役割を果た

せるよう助言等の支援を行います。 

 

○ 老朽化した養護老人ホームについては、緊急度を勘案の上、改修または改築

について、「老人保健福祉施設整備費補助金」により整備を進めます。 
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（１）－９ 軽費老人ホーム 

 

（現状と課題） 

 

○ 軽費老人ホームは、身体機能の低下等により自立した日常生活を営むことに

ついて不安があると認められる方であって、家族による援助を受けることが

困難な高齢者に対して、低額な料金で日常生活上必要な便宜を提供する施設

です。 

 

○ 軽費老人ホームの入所者は、介護保険の居宅サービスの利用が可能となって

います。（軽費老人ホームの居室は、介護保険における「居宅」とされてい

ます。） 

 

○ 県内の施設数は 36施設、定員数は 1,525人で、入所率は 93.3％となってお

り、このうち、特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設は、７施設、定

員数は 290人（平成 29（2017）年 10月１日現在）となっています。 

 

○ 軽費老人ホームについては、ケアハウス、Ａ型、Ｂ型の 3類型が規定されて

いますが、平成 20（2008）年以降はケアハウスに一元化していく観点から、

Ａ型およびＢ型については、経過的軽費老人ホームとされ、建て替えまでの

間、従来の制度が適用されています。 

 

表３－１－11  軽費老人ホームの類型 

 

類型 入所者 
県内の

施設数 

ケアハウス 

身体機能の低下等により自立した日常生活を営む

ことについて不安があると認められる方で、家族に

よる援助を受けることが困難な方 

31 

軽費老人ホームＡ型 
高齢等のため独立して生活するには不安が認めら

れる方 
4 

軽費老人ホームＢ型 自炊はできるが身体機能の低下等が認められる方 1 
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表３－１－12  軽費老人ホーム施設数（老人福祉圏域別） 

 

老人福祉圏域 ケアハウス 
軽費老人ホーム 

A 型 

軽費老人ホーム 

B 型 
施設数 

定員 

(人) 

北勢 10 1 1 12 570 

中勢伊賀 11 1 0 12 460 

南勢志摩 8 1 0 9 380 

東紀州 2 1 0 3 115 

合計 31 4 1 36 1525 

 

 

（県の取組） 

 

○ ケアハウスおよびＡ型については、低額な料金で入所できる施設であること

が基本方針であり、地域包括ケアシステムにおいて住まいとしてその機能を

発揮するために、施設の運営費に対して低所得者が負担すべき経費の一部に

ついての県からの補助を継続します。 

 

○ 地域包括ケアシステムの構築が進展する中で高齢者の住まいの多様化が進

んでいることをふまえ、第７期介護保険事業支援計画においては、新規の整

備は行わないこととします。 
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○ 介護関連職の求人は増加傾向で有効求人倍率は高い値で推移しており、人材

不足の状況が続いています。これを解消するため、求人と求職それぞれのニ

ーズを把握した上での職業紹介やマッチング支援を行う必要があります。 

 

○ 求人と求職のミスマッチ解消を図るとともに、多様な分野からの人材の参入

を促進する必要があります。 

 

○ 将来の介護の担い手となる若い世代に対して、介護の魅力を伝え、イメージ

アップを図り、介護分野への参入を促進する必要があります。 

 

○ 平成 29（2017）年９月末時点の全国の介護福祉士登録者数は、約 155 万人

となっていますが、そのうち約４割が介護分野に従事していない「潜在介護

福祉士」となっています。本県においても、介護福祉士登録者 2.2万人のう

ち、この潜在介護福祉士が一定数いると考えられ、その掘り起しが必要です。 

 

○ 中高年齢者層が介護分野での就労を含め、地域でのケアの担い手として多様

な形で参加できる環境を整備する必要があります。 

 

○ 介護人材の安定的確保や資質向上を図るため、平成 24（2012）年度から介

護職員処遇改善加算が創設され、その後充実が図られてきています。事業者

がこの加算を取得することにより、介護の現場で働く介護職員の賃金改善と

任用要件や賃金体系等のキャリアパスや職場環境の整備につながりますが、

未活用の事業所（平成 29（2017）年 10月１日現在の県指定事業所のうち 

15.3%）もあります。 

 

○ 介護人材の確保が厳しい状況にあり介護関連職種の離職率も高い傾向にあ

る中で、国の働き方改革の動きもふまえながら、働き方も含めた介護現場の

職場環境の整備に取り組む必要があります。 

 

○ 要介護高齢者の増加など介護ニーズがますます増大する中で、高齢者の自立

支援や介護者の負担軽減に資する観点から介護ロボットの活用が期待され

ており、介護現場でのロボット・センサー等の技術を活用した介護の質・生

産性の向上が求められています。 

 

○ 経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人介護労働者の受入、技能実習制度へ

の介護職種の追加（平成 29（2017）年 11 月から）、介護福祉士資格を取得
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した留学生への在留資格の付与（平成 29（2017）年 9 月から）により、介

護の現場で働く外国人の増加が見込まれるため、これらの制度の適切な運用

を図る必要があります。 
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（県の取組） 

 

○ 三重県福祉人材センターにおいて、介護職場に係る求人・求職情報を集約し、

ニーズや適性に応じた無料職業紹介を行うとともに、就職フェアや職場説明

会を開催し、介護職場への就職を希望する人や事業所への支援を行います。 

 

○ 三重県福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、介護職場への就職

希望者と職員を採用したい施設や事業所のマッチングを支援するとともに、

事業所や施設における働きやすい職場づくりを支援します。 

 

○ 介護職場に関心のある方を対象に、実際の介護職場を体験する機会を提供し

ます。 

 

○ 中学校や高等学校の生徒、保護者および教職員を対象に、介護の魅力を伝え

る福祉の仕事セミナーを実施するなど、介護の仕事のやりがいや魅力を伝え、

イメージアップを図ることで、介護分野への若い人材の参入を促進します。 

 

○ 介護職場への就労を希望する離職者や中高齢者、若者等を対象に、介護職員

初任者研修を実施し、人材育成と就労を支援します。 

 

○ 介護職に関心のあるシニア世代を対象に研修等を実施し、介護職場への就労

を支援します。また、地域貢献に関心の高いシニア世代が、地域での介護の

担い手として、活躍できるよう支援します。 

 

○ 介護福祉士等の資格を保有しているにも関わらず、介護分野に従事していな

い潜在的有資格者が、介護に関する知識等を再確認するための研修等を実施

するほか、離職した一定の経験を有する介護人材が再就職する際に必要な再

就職準備金の貸付を実施して、介護職場への再就業を促進します。 

 

○ 介護福祉士養成施設で介護福祉士の資格取得をめざす学生への修学資金の

貸付や、介護福祉士実務者研修を受講し介護福祉士の資格取得をめざす学生

への受講資金の貸付等を実施します。 

 

○ 小規模な事業所であるため、職員の採用・育成・定着に十分に取り組むこと

が難しい事業所に、職員の採用や定着等の専門的な助言を行うアドバイザー

や研修講師を派遣し、人材の育成と定着を支援します。 
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○ 職場環境の改善に積極的に取り組んでいる介護事業所が社会的に評価され

る仕組みづくりを進めます。 

 

○ 介護に係る周辺業務の担い手である介護助手を育成する取組について、介護

関係団体と連携し、その実施を推進します。 

 

○ 市町・介護関係団体等が、主体的に介護人材の確保に取り組むことができる

よう、地域医療介護総合確保基金を活用した「三重県介護従事者確保事業費

補助金」により、市町・介護関係団体等から幅広く事業提案を募集し、「参

入促進」、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」に資する取組を支援しま

す。 

 

○ 介護職員処遇改善加算について、未活用の事業者や低い加算を取得している

事業者に対し、さまざまな機会を通じて加算の取得やより高い加算の取得を

促していくことにより、介護職員の処遇改善や安定的な人材確保を支援しま

す。 

 

○ 独立行政法人福祉医療機構に対して、社会福祉施設職員等退職手当共済法に

基づく退職手当金の支給に要する費用の一部を助成することにより、社会福

祉施設職員等の処遇向上を図ります。 

 

○ 介護職員の負担軽減や業務効率化など、介護職員が継続して就労するための

環境を整えるため、介護現場での介護ロボット導入を支援します。 

 

○ 経済連携協定（ＥＰＡ）、技能実習制度、在留資格の制度について介護事業

者等に情報提供を行うなど、外国人の介護の現場での就労等に対応していき

ます。 
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（２）－２ 介護職員の養成 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護保険法における訪問介護業務および介護予防訪問介護業務は、介護福祉

士その他政令で定める者が行うこととなっています。その他政令で定める者

とは、介護員養成研修課程（介護職員初任者研修課程）を修了し、研修を修

了した旨の証明書の交付を受けた者です。 

 

○ 介護職員初任者研修は、介護に携わる者が、業務を遂行する上で最低限の知

識・技術とそれを実践する際の考え方のプロセスを身につけ、基本的な介護

業務を行うことができるようにすることを目的に行われるものです。 

 

○ 本県では、「三重県介護職員初任者研修事業者指定要綱」に基づき、研修を

実施する事業者の指定を進めてきており、平成 29(2017)年３月末現在、60

事業者を研修の実施主体として指定しています。 

 

○ 高齢化の進展に伴い、介護需要の増大が見込まれることから、引き続き、介

護職員の養成を行っていく必要があります。 

 

図３－１－18 介護職員初任者研修カリキュラム 

 

科目 時間数 

職務の理解 ６時間 

介護における尊厳の保持・自立支援 ９時間 

介護の基本 ６時間 

介護・福祉サービスの理解と医療との連携 ９時間 

介護におけるコミュニケーション技術 ６時間 

老化の理解 ６時間 

認知症の理解 ６時間 

障がいの理解 ３時間 

こころとからだのしくみと生活支援技術 75時間 

振り返り ４時間 

合計 130時間 
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（県の取組） 

 

○ 「三重県介護職員初任者研修事業者指定要綱」に基づき、適切に研修事業者

の指定を行います。 

 

○ 事業者の指定状況を三重県ホームページで公表することにより、今後介護業

務をめざす方や介護業務に関心のある方に専門知識を修得する機会を提供

します。 

 

○ 指定事業者による研修が適切に行われるよう、研修事業の実施状況等につい

て、定期的に実地調査を行います。 
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（２）－３ 介護支援専門員の資質向上 

 

（現状と課題） 

 

○ 要介護状態等となった方が、可能な限り住み慣れた地域で自立した生活を営

むために、介護支援専門員（ケアマネジャー）は、適切なアセスメントに基

づいたケアプランを作成し、利用者に多様なサービスを提供する重要な役割

を担っています。 

 

○ また、地域包括ケアシステムを実現するためには、医療、介護、住まい等の

サービスが切れ目なく提供されることが必要となることから、介護支援専門

員には、多職種との連携が必要とされるだけでなく、地域におけるネットワ

ークをつなぐ核となる重要な役割もあり、継続的に資質を向上していくこと

が求められています。 

 

○ 介護支援専門員として業務を行うためには、介護支援専門員実務研修受講試

験に合格して一定の研修を受け、介護支援専門員として登録を行うことが必

要です。 

また、平成 18（2006）年度の介護保険法の改正により、５年ごとに研修を

受講して介護支援専門員証の資格を更新することが義務づけられるととも

に、主任介護支援専門員の資格が創設されました。 

本県では、これらの研修の実施主体として、介護支援専門員の資質向上に必

要な研修を実施するとともに、介護支援専門員の資格管理を行っています。 

 

○ 介護支援専門員の研修制度については、医療職をはじめとする多職種と連

携・協働しながら、利用者本位の自立支援に資するケアマネジメントを実践

できる専門職を養成することを目的として、平成 28（2016）年度から研修

カリキュラムの見直しが行われました。 

特に、主任介護支援専門員については、地域包括ケアシステムの構築に向け

た地域づくりの一翼を担うことが求められていることから、継続的な資質向

上を図るため、資格の更新制が導入され、更新研修が創設されました。 

 

○ 平成 29（2017）年４月現在、本県で登録されている介護支援専門員は 9,849

人、主任介護支援専門員研修修了者は 1,007人となっています（転入者およ

び転出者を除く）。 
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図３－１－19 介護支援専門員登録者数及び主任介護支援専門員研修修了者数 

 

長寿介護課調べ（転入者および転出者を除く） 
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（県の取組） 

 

○ 介護支援専門員は、介護保険制度上重要な役割を担うことから、介護支援専

門員の資質向上に必要な研修を実施します。 

なお、介護支援専門員実務研修受講試験及び一部の研修については、試験実

施機関及び研修実施機関を指定して実施します。 

 

○ 介護支援専門員証の新規交付、有効期間の更新、登録の移転など、介護支援

専門員の資格管理を行うとともに、介護支援専門員に対して介護支援専門員

証の更新制度の周知を図ります。 

 

○ 国が策定する研修ガイドラインに基づき、研修の企画・立案、実施、評価、

その後の研修への反映といったＰＤＣＡサイクルを継続することにより、研

修内容の質の向上を図り、介護支援専門員の資質向上に取り組みます。 
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（２）－４ 介護職員等の資質向上 

 

（現状と課題） 

 

○ 社会福祉事業は年々多様化・専門家しており、施設の職員にとっても、より

広範な福祉の知識と高度な専門的技能が要求されています。 

 

○ 介護施設等における医療的ケアの必要性が高まっているため、介護施設等で

働く看護職員や介護職員の医療的ケアに関する資質の向上が求められてい

ます。 

 

○ 平成 24（2012）年度から、医療行為である喀痰吸引および経管栄養の行為

を、看護師等の資格のない介護職員が一定の研修を修了することにより実

施できるようになりました。当初は県委託事業として実施していましたが、

平成 26（2014）年度から、研修機関を登録制にして、登録研修機関におい

て喀痰吸引等ができる介護職員の養成を行っています。また、本県では、

登録研修機関等において、研修生を指導・評価する指導看護師等を対象と

した指導者養成研修を実施しています。 

 

図３－１－21   登録事業者数および認定従事者数の推移 

 登録特定行為事業者

登録数 

認定特定行為業務従

事者証交付件数 

登録研修機関登録数 

平成 27 年度末      248 事業者         2,612 人      ６事業者 

平成 28 年度末      267 事業者         2,746 人      13 事業者 

 

（県の取組） 

 

○ 社会福祉施設職員の資質向上のための研修事業を行う三重県社会福祉協議

会に対して、研修実施のために必要な事業費を助成し、生涯研修、業種別研

修、課題別専門研修等を実施します。 

 

○ 喀痰吸引等研修機関、要件を満たした事業者および研修を修了した従事者の

登録を適正に行い、利用者が安心して喀痰吸引等のサービスを受けられるよ

うに取り組みます。 
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○ 市町において、複数の地域包括支援センターを設置している場合、直営等

基幹となるセンターや機能強化型のセンターを位置付けるなど役割分担の

上、センター間の連携を強化し、効率的かつ効果的な運営体制を構築して

いくことが必要です。 

 

○ 平成 29（2017）年６月の介護保険法の改正により、地域包括支援センター

は、事業の自己評価を行い質の向上に努めることとされるとともに、市町

は地域包括支援センターの事業評価を行うことが努力義務から義務へと改

められました。これらの評価の実施を通じて、センターにおける必要な人

員体制を明らかにすることで、適切な人員体制の確保を促しています。平

成 27（2015）年度の調査によると、本県の市町による地域包括支援センタ

ーに対する評価の実施割合は、48％にとどまっています。 

 

図３－２－２ 地域包括支援センターに対する評価の実施 
 

          三 重 県 全   国 

          箇 所 割 合 箇 所 割 合 

ア 評価している 14 48.0% 1,049 60.6% 

イ 評価していない 11 38.0% 642 37.1% 

ウ 不明・無回答 4 14.0% 39 2.3% 

        合   計 29 100.0% 1,730 100.% 

平成 28年度老健事業「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング） 

 

○ 国の通知において、市町は地域包括支援センターのさまざまな事項に係る

運営方針を示すことが求められています。平成 28（2016）年１月には、「介

護予防に係るケアマネジメント」および「地域ケア会議」の事項が追加さ

れました。本県の市町では、介護予防に係るケアマネジメントの運営方針

を示しているのは 12市町 80％、地域ケア会議の運営方針を示しているのは

８市町 53.3％です。 
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図３－２－３ 地域包括支援センターに示している運営方針（複数回答可） 
 

            三 重 県 全   国 

             数 割合 数 割合 

ア 市町の地域包括ケアシステムの構築方針 11 73.3  787 79.5  

イ 
区域ごとのニーズに応じて重点的に行うべ

き業務の方針 

9 60.0  485 49.0  

ウ 
介護事業者・医療機関・民生委員・ボラン

ティア等の関係者とのネットワーク構築方

 

3 20.0  825 83.3  

エ 
介護予防に係るケアマネジメントの実施方

針 

12 80.0  768 77.6  

オ 
介護支援専門員に対する支援・指導の実

施方針 

11 73.3 715 72.2 

カ 地域ケア会議の運営方針 8 53.3 688 69.5 

キ 市区町村との連携方針 11 73.3 664 67.1 

ク 公正・中立性確保のための方針 10 66.7 698 70.5 

ケ 
その他地域の実情に応じて運営協議会が

必要であると判断した方針 

7 46.7 315 31.8 

コ その他 0 0 89 9.0 

※センターに対して運営方針を示していると回答した自治体による 

平成 28年度老健事業「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング） 

 

（県の取組） 

 

○ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた市町等の取組や地域包括支援

センター職員の適切な人員体制の確保に向けて、保険者に対し地域支援事

業県交付金を交付します。 

 

○ 地域包括支援センターにおいて、「地域ケア会議推進事業に関わる業務」、

「権利擁護業務」などは、職員の力量不足と感じる業務としてあげられて

いるため、これらに関して地域包括支援センター等の職員を対象とした研

修会を開催し、資質の向上を図ります。 
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図３－２－４ 地域包括支援センターが抱える課題（三重県） 
 

            箇所 割合 

ア 職員の力量不足 38 17.3% 

イ 業務量に対する職員数の不足 37 16.8% 

ウ 職員の入れ替わりの早さ 15 6.8% 

エ 業務量が過大 43 19.5% 

オ 関係機関との連携が十分でない 35 16.0% 

カ 専門職の確保 30 13.6% 

キ その他 22 10.0% 

合    計 220 100.0% 

平成 28年度老健事業「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング） 

 
図３－２－５ 「職員の力量不足」と感じる業務内容（三重県） 
 

 
          箇所 割合 

ａ 総合相談支援事業業務 17 8.4% 

ｂ 権利擁護業務 22 10.8% 

ｃ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 19 9.4% 

ｄ 介護予防ケアマネジメント業務 15 7.4% 

ｅ 多職種協働による地域包括ネットワークの構築に関わる業務 19 9.4% 

ｆ 地域ケア会議推進事業にかかわる業務 29 14.3% 

ｇ 在宅医療・介護連携推進事業にかかわる業務 15 7.4% 

ｈ 生活支援体制整備事業にかかわる業務 15 7.4% 

i 認知症総合支援事業にかかわる業務 13 6.4% 

j 介護予防・日常生活支援総合事業にかかわる業務 12 5.9% 

k 一般介護予防事業にかかわる業務 9 4.4% 

l 指定介護予防支援事業にかかわる業務 11 5.4% 

m 任意事業にかかわる業務 7 3.4% 

       合      計 203 100.0% 

平成 28年度老健事業「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング） 
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○ 地域包括支援センターがより充実した機能を果たしていくためには、運営

に対する評価が適切に行われることが必要です。全ての市町において定期

的に地域包括支援センターの実施状況について点検と情報の公表が適切に

行われるよう、また、センターの運営方針が示されるよう、会議等を通し

て働きかけます。 

 

○ 地域包括支援センター職員などを対象とした研修会を開催して、地域包括

支援センターの地域ケア会議が高齢者の自立支援をめざしたケアプランの

作成支援という視点で適切に実施されているかについて、市町とともに点

検し、助言を行います。 

 

図３－２－６ 地域包括支援センターの機能強化 

 

出典：厚生労働省 平成 25年度地域ケア会議運営に係る実務者研修資料 
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（１）－２ 地域ケア会議の充実 

 

（現状と課題） 

 

○ 地域包括ケアシステムの構築を実現するため、公的サービスとインフォーマ

ルサービス等の有機的な連携が図られるための一つの手法である「地域ケア

会議」の実施が求められています。 

 

○ 平成 26（2014）年の介護保険法の改正で地域ケア会議を実施することが制度

的に位置付けられました。 

 

「介護保険法」（平成 26（2014）年６月 25 日改正） 

第 115 条の 48 市町村は、第 115 条の 45 第２項第３号に掲げる事業の効果的な実施のために、介護支援専門員、保健

医療及び福祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係者、関係機関及び関係団体により構成される会

議を置くよう努めなければならない。 

２ 会議は、要介護被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者への適切な支援を図るために必要な検討を行うと

ともに、支援対象被保険者が地域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行うものと

する。 

 

○ 地域ケア会議には、介護支援専門員や介護事業所、医療専門職等の多職種が

連携して、困難事例等のケースワークを地域包括支援センターで行う「個別

会議」と、市町の施策や事業の立案につなげる「推進会議」の２種類があり

ます。 

 

○ 個別会議では、多職種による個別ケースの検討を通じて、高齢者の自立支援

に資するケアマネジメントを推進することが期待されています。 

 

○ 推進会議では、個別会議での個別ケースの検討を通じて明らかとなった地域

課題を解決するために、地域づくり、資源開発、政策形成に向けて取り組む

ことが期待されています。 

 

○ 本県では、地域ケア会議を開催する上で必要となる専門職種が不足する場合

などに、市町等への支援として専門職を派遣するとともに、地域ケア会議の

運営支援・助言等を担う広域支援員を派遣する地域ケア会議活動支援アドバ

イザー派遣事業を平成 24（2012）年度から行っています。 

 

○ また、地域ケア会議の普及、定着を図ることを目的として、地域包括支援セ

ンターおよび市町の職員を対象とした担当者研修会を開催し、課題の把握と
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解決に向けた支援に取り組んでいます。 

 

○ 市町ヒアリング等を行った結果、個別会議で個別ケースの検討を行っていて

も、「高齢者の自立支援に資する」という観点での取組が弱いことが明らか

になりました。また、推進会議を開催して、個別ケースの検討を通じて把握

した課題を地域づくり等の検討につなげている市町は少ない現状にありま

す。 

 

○ 国では、高齢者の自己実現に資する介護予防活動を提供してＱＯＬの向上を

めざすために、平成 28（2016）年度から、多職種の助言を得ながら、自立支

援・介護予防の観点から地域ケア会議を実施する取組を全国で普及展開する

「介護予防活動普及展開事業」が進められています。国が実施する同事業の

推進アドバイザーの養成研修に県担当者も参加しました。 

 

図３－２－７  地域ケア会議の開催回数 

平成 28年度老健事業「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング） 

          市町村が主催 地域包括支援センターが主催 

  
   

  三 重 県 全   国 三 重 県 全   国 

          
延べ 

回数 

平均延

べ回数 

延べ 

回数 

平均延

べ回数 

延べ 

回数 

平均延

べ回数 

延べ 

回数 

平均延

べ回数 

ア 地域ケア個別会議 285 40.7 4,059 11.3 471 9.8 34,955 7.5 

イ 
地域ケア推進会議 

（日常生活レベル） 
86 14.3 1,920 10.3 216 6.0 17,761 3.4 

ウ 
地域ケア推進会議 

（市町レベル） 
16 2.7 1,950 4.5 ― ― ― ― 

 

（県の取組） 

 

○ 市町および地域包括支援センターにおいて、より充実した地域ケア会議が開

催されるよう、引き続き、地域ケア会議活動支援アドバイザーの派遣（広域

支援員および専門職）を行います。 

 

○ 多職種による自立支援に資する地域ケア会議の実施を促進するため、市町お

よび地域包括支援センター職員、事業所職員や医療専門職を対象として地域

ケア会議の立ち上げやその手法に関する研修会を開催します。 
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○ 国が推進する「介護予防活動普及展開事業」により、県内モデル市町を中

心にアドバイザーとして支援し、自立支援に資する地域ケア会議の定着を

めざします。また、併せて、地域づくり・資源開発、政策形成等につなげ

る地域ケア推進会議の開催について支援します。 

 

図３－２－８  「地域ケア会議」の５つの機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省ホームページ「地域ケア会議の概要」 
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（２）在宅医療・介護連携の推進 

（２）－１ 在宅医療 

 

（現状と課題） 

 

○ 平成 29（2017）年３月に策定した三重県地域医療構想では、本県における

在宅医療等の医療需要（医療機関所在地ベース）は平成 25（2013）年の

16,133.1人／日から平成 37（2025）年は 21,656.4人／日になると見込まれ

ており、この需要に対応していくには、病床の機能分化・連携と併せて、在

宅医療や地域包括ケアシステムに係る体制整備を進めていくことが重要と

なります。 

 

○ 平成 29（2017）年に本県が実施したアンケートでは、40 歳以上の県民の

50.4％が病気などで人生の最期を迎えることとなった場合に自宅で過ごす

ことを望んでおり、患者や家族のＱＯＬ（生活の質）の維持向上を図りつつ、

療養生活を支える在宅医療の提供体制を構築することが必要です。 

 

○ 本県の人口 10 万人あたりの訪問診療を実施する病院数は 1.5 か所で、全国

平均 2.1か所を下回っており、診療所数は 18.5か所で、全国平均 16.1か所

を上回っています。 

 

○ 本県の人口 10 万人あたりの訪問看護ステーション数は 7.5か所で、全国平

均 7.9か所と比較して少ない状況です。一部の市町において訪問看護ステー

ションがない状況ですが、都市部の訪問看護ステーションが広域的にカバー

している地域もあります。 

 

○ 本県の人口 10 万人あたりの在宅療養支援歯科診療所数は 5.1か所で、全国

平均 4.8か所を上回っていますが、東紀州区域は設置されていないなど、地

域によってばらつきがあります。 

 

○ 本県の人口１万人あたりの訪問薬剤管理指導を実施する薬局数は 3.8 か所

で、全国平均 3.6か所を上回っています。 

 

○ 県内の在宅医療の提供体制にばらつきがあることから、在宅医療のニーズの

高まりや多様化に対応するため、在宅医療資源の質と量の確保を図る必要が

あります。 
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（県の取組） 

 

○ 資源不足、連携不足、ノウハウ不足等の課題に対応するため、引き続き地域

の医療・介護関係者等が参加する会議の開催や市町ヒアリング等により、他

市町の取組の紹介や情報提供、意見交換等を行い、各市町の課題解決に向け

た取組を支援します。 

 

○ 病院からかかりつけ医、介護施設等への退院支援・調整などを行う地域連携

を強化するための研修、現場で医療・介護関係者の連携を支援する人材等の

育成、地域の実情に応じた連携の推進への助言等を行い、在宅医療・介護連

携に取り組む市町を支援していきます。 
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○ 厚生労働省においては、平成 27（2015）年１月に策定され、平成 29（2017）

年７月に改訂された「認知症施策推進総合戦略」（新オレンジプラン）を着

実に推進し、認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよ

い環境で、自分らしく暮らし続けることができる社会の実現をめざすことと

しています。 

 

○ 本県においても、認知症施策の充実を図り、認知症の人が尊厳を保ちながら、

住み慣れた地域でその人らしい生活を送り、家族も安心して暮らし続けられ

る支援体制づくりが重要と考えています。 

 

○ 認知症の人と家族を地域で支えるには、認知症に関する正しい知識や理解を

持ち、温かい見守りや支援を行う人を増やし、地域全体でさまざまな主体に

よるきめ細かな支援提供体制を築くことが必要です。 

また、認知症の知識を普及することにより、認知症の症状が重症化してから

の相談・対応ではなく、認知症の早期発見、早期診断、早期対応の実現にも

つながります。 

 

○ 平成 28（2016）年 10 月には、「認知症サミット ｉｎ Ｍｉｅ」が開催さ

れ、「認知症の国際連携」、「認知症のひとへの地域支援」、「認知症の医療・

産業連携」、「認知症の医療システム」、「認知症の介護システム」についての

提言が、パール宣言として発表されました。 

本県では、パール宣言を受けて、医療・介護の連携強化と人材育成、認知症

の方と家族を支える地域づくりなど、認知症施策の一層の充実を図っている

ところです。 

 

○ 認知症の人やその家族等に対し、認知症の知識や対応、専門機関の紹介を行

うための相談窓口として、認知症介護経験者等が対応する認知症コールセン

ター（電話相談）を設置しています。また、認知症疾患の保健医療水準の向

上を図るため指定している認知症疾患医療センターにおいては、専門医療相

談（電話相談）を行っています。 

さらに、若年性認知症の人やその家族に対する支援として、県が配置する若

年性認知症支援コーディネーターが専用電話による相談を受け付けていま

す。 

 

○ 県内の住民を対象に実施したｅ－モニターアンケート調査では、「治る認知

症を知っている」32.6％、「三重県認知症コールセンターを知っている」6.2％、
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「認知症疾患医療センターを知っている」8.2％、「認知症サポーターを知っ

ている」18.8％という結果でした。認知症に関する正しい知識や理解の普及

啓発を実施するとともに、相談窓口の周知を積極的に行うことが必要です。 

 

図３－２－17  ｅ－モニターアンケート調査結果 

 

（平成 29年 6月 16日～6月 30日、827名回答） 

 

 

（県の取組） 

 

○ いわゆる「治る認知症」と言われる正常圧水頭症、脳腫瘍、慢性硬膜下血腫、

甲状腺ホルモン異常、不適切な薬の使用等治療可能な認知症について、早期

発見、早期治療を行うため、住民や医療・福祉関係者等を対象に「『治る認

知症』を見逃さない」ための啓発をしていきます。 

 

○ 認知症の人と家族が身近に相談できる窓口として、認知症介護経験者等が相

談対応する三重県認知症コールセンターを設置するとともに、周知を行いま

す。 
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○ 地域連携推進機関として医療・介護関係機関との連絡調整、認知症患者の家

族や地域住民を対象とする専門医療相談などの役割を担う認知症疾患医療

センターについて、幅広く周知を行います。 

 

○ 若年性認知症の人に適切な支援を提供するため、総合支援窓口として若年性

認知症支援コーディネーターを配置するとともに、周知を行います。 

 

○ 「認知症サミット ｉｎ Ｍｉｅ」パール宣言を受けて、認知症の人やその

家族が暮らしやすい環境整備に貢献するため、企業、県内大学等と連携し、

認知症ケアに必要な製品・サービスの開発支援や普及に取り組みます。 
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（３）－１ 認知症の早期診断・早期対応の実現 

    ② 医療・介護サービスの充実 

 

（現状と課題） 

 

○ 認知症の人と家族が住み慣れた地域での生活を続けるためには、認知症の早

期発見・早期診断と症状に応じた適切なサービスが提供されるよう医療・介

護サービスを担う人材育成とサービス提供体制の整備が必要となります。 

 

○ 早期発見のためには、認知症の疑いがある段階で、本人や家族、かかりつけ

医等が気づき、専門医療に早期に結び付け、確定診断を受けることが重要と

なります。 

しかし、本人や周囲の人が認知症の初期症状を見分けることは難しく、また、

本人や家族が受診に消極的な場合や、認知症を専門としない医療従事者の認

知症への理解が浸透していない場合があるなど、早期発見や早期診断の困難

さがあります。 

 

○ 平成 26（2014）年度の制度改正では、地域における認知症の早期診断・早

期対応のための体制の構築、総合的な支援を充実するため、平成 30（2018）

年４月には、全ての市町に認知症初期集中支援チームおよび認知症地域支援

推進員を配置することとなりました。 

 

○ 本県では、医療従事者の認知症対応力の向上を図ることを目的に、医療従事

者を対象に研修を実施しています。平成 29（2017）年３月末時点で、かか

りつけ医認知症対応力向上研修を 552名、認知症サポート医養成研修を 131

名、病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修を 339名、看護職員認

知症対応力向上研修を 92 名、歯科医師認知症対応力向上研修を 139 名、薬

剤師認知症対応力向上研修を 278名が受講しています。 

 

○ 認知症サポート医は、認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医等への助言

等必要な支援を行い、認知症疾患医療センター等の専門医療機関や地域包括

支援センター等との連携の推進役として、各地域で認知症の早期診断・早期

対応を実現する体制づくりに重要な役割を担っています。このため、認知症

サポート医としての役割や認識を深め、地域で実動する認知症サポート医を

養成することが必要です。 
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○ 一方、本人の状態に応じた適切なケアを提供するため、認知症介護従事者を

対象に、実践的な知識や技術等を習得するための研修を実施しています。平

成 28（2016）年度末時点で、認知症介護基礎研修（平成 28（2016）年度か

ら実施）を 120名、認知症介護実践者研修を 3,008名、認知症介護実践リー

ダー研修を 279名、認知症対応型サービス事業管理者研修を 1,304名、認知

症対応型サービス事業開設者研修を 331名、小規模多機能型サービス等計画

作成担当者研修を 285 名、認知症介護指導者養成研修を 35 名が受講してい

ます。 

 

○ 今後も認知症高齢者の増加に伴い、介護サービス利用者の増加が見込まれる

ことから、認知症高齢者をケアする介護従事者の資質向上を図ることが必要

です。また、介護保険施設内の認知症介護の資質向上を図る上で、推進役と

なる認知症介護実践リーダーの養成を進める必要があります。 

 

○ 本県では、県全域を対象とする基幹型認知症疾患医療センターを 1か所、二

次保健医療圏域ごとに地域型認知症疾患医療センターを４か所、地域医療構

想８区域のうち地域型認知症疾患医療センターの所在区域以外の４区域に

ついて連携型認知症疾患医療センターを指定しており、認知症の診断、身体

合併症と行動・心理症状への対応、専門医療相談、医療・介護関係者への研

修等を実施し、地域における認知症疾患の保健医療水準の向上を図っていま

す。 

 

基幹型（全県域）   ：三重大学医学部附属病院 

地域型（北勢圏域）  ：医療法人康誠会 東員病院 

（中勢伊賀圏域）：県立こころの医療センター 

（南勢志摩圏域）：松阪厚生病院 

(東紀州圏域) ：医療法人紀南会 熊野病院 

   連携型（三泗区域）  ：医療法人社団 三原クリニック 

      （鈴亀区域）  ：ますずがわ神経内科クリニック 

      （伊賀区域）  ：一般社団法人信貴山病院分院上野病院 

      （伊勢志摩区域）：いせ山川クリニック 

（平成 29（2017）年 10月現在） 

 

○ 今後、認知症高齢者のさらなる増加が見込まれることから、認知症の早期か

らの適切な診断や対応ができるよう、認知症疾患の連携拠点として指定して

いる認知症疾患医療センターを中心に、かかりつけ医、認知症サポート医、
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専門医療機関による医療連携体制の強化を図ることが必要です。 

また、医療と地域包括支援センター等の介護関係機関との連携を深め、医療

と介護の両面から包括的かつ継続的な支援体制を構築することが重要です。 

 

○ 平成 26（2014）年度から基幹型認知症疾患医療センター（三重大学医学部

附属病院）と三重県医師会が協働して、かかりつけ医と専門医との病診連携

を容易にするシステム「三重県認知症連携パス（脳の健康みえる手帳）」（情

報共有ツール）の作成を行い、その普及のための講習会を開催するなど、連

携体制の構築を図ってきました。 

また、認知症を専門としないかかりつけ医に対して、認知症の初期診断が可

能となる簡便な「認知症スクリーニングツール」について、実地により使い

方を指導するなどして、その普及を図ってきました。 

さらに、平成 29（2017）年度には、認知症初期集中支援チームや介護支援

専門員等の介護現場での活用を促進するため、「三重県認知症連携パス」の

バージョンアップを行いました。 
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（県の取組） 

 

○ 認知症の早期からの適切な診断や対応ができるよう、かかりつけ医の認知症

診断の知識や技術の向上を図るための研修の充実を図ります。 

 

○ 認知症サポート医については、医師会と連携して養成するとともに、地域に

おける認知症の早期診断・早期対応の仕組みづくりを支援するため、専門医

として適切に関与し地域で実動する認知症サポート医となるよう取り組み

ます。 

また、医療と介護の具体的・実践的な支援体制の構築方法や必要な知識、技

術を修得するためのフォローアップ研修を実施します。 

 

○ 病院勤務の医師や看護師、薬剤師、歯科医師等の医療従事者が、認知症の人

や家族を支えるために必要な基本知識や、医療機関等での認知症ケアの適切

な実施、医療と介護の連携の重要性等について理解を深められるよう、認知

症対応力向上研修を実施するとともに、効果的な実施方法等を検討し、研修

の充実を図ります。 

 

○ 認知症高齢者に対するケアの資質向上を図るため、介護従事者に対し認知症

介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者養成研修、

認知症介護基礎研修を実施し、介護保険施設等内における認知症介護の質の

向上を図ります。 

 

○ 平成 30（2018）年度から全ての市町において取組が始まる認知症初期集中

支援チームおよび認知症地域支援推進員の活動について、市町の取組が円滑

に進むよう、認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員に対して

認知症早期発見のための「認知症スクリーニングツール」の普及・定着を図

るとともに、先進事例の情報提供や情報交換の場を設ける等の支援を行いま

す。 

 

○ かかりつけ医から認知症疾患医療センター等専門医療機関へのスムーズな

連携による受診体制を構築するため、認知症疾患医療センターを中心に、医

療機関相互のネットワークの形成を促進するとともに、医療従事者を対象と

した研修会等の開催や認知症疾患に関する最新情報の発信により、地域にお

ける認知症医療の向上に取り組みます。 
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○ 認知症の早期からの適切な診断や対応を行い、医療と介護の両面から包括的

かつ継続的な支援を提供するため、「三重県認知症連携パス（脳の健康みえ

る手帳）」の普及、定着を進めます。 

○  

図３－２－19  認知症の人と家族への支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（長寿介護課作成） 
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○ 各種研修について、新オレンジプランの目標値を参考に平成 32（2020）年

度末までの修了者（累計）の目標を以下のとおり定め、実施を進めます。 

 

図３－２－20 研修の現況と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修名 

 

現況 

 

目標値 

（参考） 

新オレンジプラン

の目標値（全国） 

かかりつけ医認知症対応力向上研修 552人 
 

7.5万人 

認知症サポート医養成研修 131人 
 

１万人 

一般病院勤務の医療従事者に対する認知

症対応力向上研修 
339人 

 
22万人 

看護職員認知症対応力向上研修 92人 
 

2.2万人 

薬剤師認知症対応力向上研修 278人 
 

４万人 

歯科医師認知症対応力向上研修 139人 
 

2.2万人 

認知症介護実践者研修 3,008人 
 

30万人 

認知症介護実践リーダー研修 279人 
 

５万人 

認知症介護指導者養成研修 35人 
 

2.8千人 

認知症介護基礎研修 120人 

 認知症介護に携わ

る可能性のあるす

べての職員 
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図３－２－22 三重県内の市町別認知症サポーター養成の状況（単位：人） 

人口 65歳以上 高齢化率 認知症 高齢者１人当たり
（Ａ） 人口（Ｂ） （％） サポーター数 サポーター数

（C) （C）／（Ａ） （C）／（B）

全国 127,907,086 34,272,983 26.80% 8,709,241 6.81% 0.25

三重県計 1,841,753 515,116 28.00% 151,076 8.20% 0.29

三重県庁 － － － 15,974 － －

津市 281,745 79,255 28.10% 9,767 3.47% 0.12

四日市市 312,211 78,104 25.00% 20,123 6.45% 0.26

伊勢市 128,800 38,614 30.00% 7,384 5.73% 0.19

松阪市 166,577 46,809 28.10% 21,261 12.76% 0.45

桑名市 143,080 35,706 25.00% 11,263 7.87% 0.32

鈴鹿市 200,510 47,507 23.70% 11,057 5.51% 0.23

名張市 79,942 23,155 29.00% 8,207 10.27% 0.35

尾鷲市 18,763 7,725 41.20% 1,883 10.04% 0.24

亀山市 49,709 12,771 25.70% 2,274 4.57% 0.18

鳥羽市 19,691 6,919 35.10% 1,508 7.66% 0.22

熊野市 17,670 7,313 41.40% 1,623 9.19% 0.22

いなべ市 45,758 11,876 26.00% 7,787 17.02% 0.66

志摩市 52,140 19,350 37.10% 3,944 7.56% 0.20

伊賀市 93,892 29,272 31.20% 5,013 5.34% 0.17

木曽岬町 6,457 1,924 29.80% 262 4.06% 0.14

東員町 25,580 7,036 27.50% 4,062 15.88% 0.58

菰野町 41,731 10,435 25.00% 2,275 5.45% 0.22

朝日町 10,634 2,036 19.10% 266 2.50% 0.13

川越町 14,977 2,841 19.00% 649 4.33% 0.23

多気町 14,984 4,690 31.30% 1,487 9.92% 0.32

明和町 23,162 6,537 28.20% 1,590 6.86% 0.24

大台町 9,721 3,939 40.50% 1,384 14.24% 0.35

玉城町 15,713 3,999 25.50% 1,396 8.88% 0.35

度会町 8,459 2,659 31.40% 831 9.82% 0.31

大紀町 9,119 4,052 44.40% 1,157 12.69% 0.29

南伊勢町 13,521 6,539 48.40% 1,884 13.93% 0.29

紀北町 16,849 6,889 40.90% 1,339 7.95% 0.19

御浜町 8,972 3,315 36.90% 2,138 23.83% 0.64

紀宝町 11,386 3,849 33.80% 1,288 11.31% 0.33

 
人口あたりの

割合%

（平成 29年 9月 30日現在。 全国キャラバン・メイト連絡協議会ホームページより） 

 

○ 認知症が原因で行方不明となる高齢者について、三重県内においても未発見

者や死亡者が見受けられることから、早期に安全に保護するための取組を推

進することが必要です。 
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県内では、地域の警察、消防、自治会、民生委員、介護事業所、商店等で認

知症高齢者の「見守りネットワーク」を構築し、心配な高齢者の情報が地域

包括支援センター等に提供される仕組みを形成するとともに、行方不明者の

情報をネットワーク構成員に提供して早期発見につなげる取組や、行方不明

になる恐れのある認知症高齢者の情報を事前に登録し、地域包括支援センタ

ーと警察にあらかじめ共有しておくことで、行方不明時の捜索を的確かつス

ムーズに行う取組を行っている市町があります。 

 

○ 若年性認知症について、厚生労働省による調査（平成 21（2009）年３月）

では、全国で約 37,800人と推計されており、三重県内では、少なくとも 246

人（平成 26（2014）年度調査結果。要介護認定を受けている人のみの計算）

と推計されます。若年性認知症は、65歳未満で発症する認知症のことです。

働き盛りの世代が発症し、症状の進行が速いため、本人だけでなく家族の生

活にも大きく影響します。そのため、早期に診断を受け、一人ひとりの状態

に応じた適切な支援を提供していくことが必要です。 

   

○ 本県では、総合支援窓口として若年性認知症支援コーディネーターの配置を

行うとともに、介護事業所や地域包括支援センター等を対象に若年性認知症

のケアの質の向上を図るための研修を実施してきました。 

また、若年性認知症の人や家族の支援ニーズを把握し、市町等関係機関と支

援方策の検討を行うため、実態調査や意見交換会を開催するとともに、若年

性認知症の人や家族、専門職等の誰もが集う場づくりとして、「若年性認知

症カフェ」の普及に取り組んできました。 

意見交換会では、発症してから診断を受けるまで数年を要したり、制度や支

援内容について相談先が分かりづらいといったことが課題として明らかに

なっています。 
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（県の取組） 

 

○ 「認知症施策推進会議」を開催し、県および市町の認知症施策に関する取組

への助言、地域における認知症の人への支援に資する効果的な施策について

協議を行うとともに、その結果を市町に情報提供します。 

また、「市町連絡会」を開催し、認知症施策に関する先進的な取組事例の情

報提供を行うなど、地域における支援体制を充実する取組を支援します。 

 

○ 幅広い世代を対象に「認知症サポーター養成講座」を開催し、認知症の病気

や症状、早期受診の重要性についての正しい知識や理解の普及を図ります。 

 

○ 認知症サポーター養成講座の講師役となるキャラバン・メイトを市町と連携

し、引き続き養成します。 

  

○ 地域における見守り、介護予防事業への協力、家族支援など、認知症サポー

ターがさらに活躍し、身近できめ細やかな支援が充実される仕組みづくりの

ため、市町と連携し認知症サポーターステップアップ講座を開催します。 

 

○ 認知症等により行方不明となる高齢者を早期に安全に保護するため、市町に

おける見守りネットワーク等の体制づくりや機能強化を促進するとともに、

取組事例の情報提供を行うなど、市町の取組を支援します。 

また、広域での捜索協力をより円滑に行うため、県内外の自治体や関係機関

と行方不明者情報を提供しあう等の連携を図ります。 

 

○ 若年性認知症の人と家族への支援の充実を図るため、若年性認知症支援コー

ディネーターを配置し、相談、就労に関する支援、若年性認知症についての

研修を行います。 

また、若年性認知症支援コーディネーターを中心に、医療関係者、介護関係

者、経済団体、認知症の人の家族等の関係者が協議する場である「若年性認

知症自立支援ネットワーク会議」の開催を通じて、若年性認知症の人と家族

に対して、診断直後から就労中、退職後といったそれぞれの状況における切

れ目のない支援体制づくりに取り組みます。 

  

○ 認知症の人や家族、専門職等の誰もが楽しく参加し、集える場である「認知

症カフェ」や「若年性認知症カフェ」が地域に普及するよう、市町等の関係

機関とともに取り組みます。 
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図３－２－23  安心して暮らせる地域づくり       

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

(厚生労働省作成)   
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（４）介護予防・生活支援サービスの充実 

（４）－１ 健康づくり 

 

（現状と課題） 

 

○ 少子高齢化の進展に伴う社会環境や疾病構造の変化の中で、子どもから高齢

者まで、全ての県民が健やかで心豊かに生活できるよう、健康増進を図るた

めの取組を行う必要があります。 

 

○ 平均寿命が延伸傾向にある中、健康で自立した生活を送る期間である「健康

寿命（※１）」を伸ばすことの重要性が高まっています。平成 27（2015）年

の三重県の健康寿命は、男性 77.9歳（平均寿命：80.8歳）、女性 80.7歳（平

均寿命：87.0歳）となっています。 

（※１）健康寿命 

      日常に介護を必要とせず、自立して心身ともに健康的な日常生活を

送ることのできる期間。本県では、介護保険法による介護認定者数

をもとに健康寿命を算出しています。 

 

○ 高齢期は、食事量の減少による栄養バランスの偏りから低栄養の状態に陥り

がちです。病気や骨折のリスクとなるサルコペニア（※２）、ロコモティブ

シンドローム（※３）、フレイル（※４）を予防するためにも、良質なたん

ぱく質の摂取等を中心としたバランスのよい食事や、適度な運動の啓発が必

要です。また、「食べる」喜びや充実感はＱＯＬ（生活の質）の維持・向上

につながります。 

 

（※２）サルコぺニア        

高齢になるに伴い、筋肉の量が減少していく現象 

 

（※３）ロコモティブシンドローム  

筋肉や骨、関節、椎間板といった運動器に障害が起こり、日常生  

活に何らかの支障が発生している状態 

 

（※４）フレイル 

             心身のさまざまな機能が加齢や病気などによって低下してしまった

状態 
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○ 平成 20（2008）年４月から開始した生活習慣病予防を目的とした特定健診・

特定保健指導は健診の受診率・保健指導の実施率ともに目標に達していませ

ん。引き続き、受診率・保健指導実施率向上に向けて取り組んでいく必要が

あります。また、疾病の重症化を予防するための普及啓発や、地域のかかり

つけ医等による適切な支援が必要です。 

 

○ 高齢者がより長く自立した生活を送るためには、運動器の機能を維持する必

要があります。運動器の障がいのために、要介護状態になる、あるいは要介

護になる危険性の高い状態であるロコモティブシンドローム（運動器症候群）

について、県民の認知度が低いことから、その概念の普及、定着が必要です。 

 

○ 介護が必要な高齢者等の口腔機能を維持・向上させることは、肺炎や低栄養

の予防につながることから、介護保険施設等での口腔機能訓練を含む口腔ケ

アサービスの充実が望まれます。 

 

○ 平成 27(2015)年の本県における自殺者 339 人のうち、111 人（32.7％）が

65 歳以上の高齢者となっています。高齢者の自殺予防とうつ病の早期発見

のため、高齢者本人にうつ病の正しい知識や相談窓口の周知を行うとともに、

周囲の身近な人が早い段階で高齢者の心身の変化に気づき、適切な支援や治

療に結びつけることができる体制づくりが求められます。 

 

図３－２－24  平均寿命と健康寿命の状況 
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図３－２－25  特定健診受診率・特定保健指導実施率の状況 

 

 

（県の取組） 

 

○ 健康寿命の延伸に寄与すると考えられる、日頃からの正しい生活習慣の習得、

ストレスへの対処能力の向上、疾病の早期発見・早期治療と重症化予防のた

めに、健康づくりに携わるさまざまな関係者と連携して健康づくりのための

環境整備に取り組みます。 

 

○ 健康的な生活習慣（運動、食生活、禁煙）を実践する住民を増やすために、

地域に根ざした活動を行う団体等に対して情報の共有化を図り、さらなる取

組を促します。 

 

○ 高齢期のＱＯＬ（生活の質）の維持・向上を図りながら、低栄養やサルコぺ

ニア、フレイルを予防するため、主食、主菜、副菜をそろえた食事や運動の

必要性について普及啓発を行います。また、市町とともに、食や運動に関す

る状況について状況把握や課題解決に取り組み、高齢者の食生活の改善や運

動習慣の定着を推進します。 

 

○ 三重県保険者協議会等の関係機関と協力し、特定健康診査の受診率向上の先

駆的な取組事例について情報共有を図るとともに、効果的な特定保健指導を

行うことができる人材の育成に取り組みます。また、重症化予防に係る普及

啓発に努めるとともに、かかりつけ医等による地域活動を支援します。 

 

○ ロコモティブシンドローム、サルコぺニアやフレイルの概念、予防の大切さ

について理解が得られるよう、啓発を行います。 

 

○ 要介護高齢者の誤嚥性肺炎や低栄養の予防、高齢者のＡＤＬ（日常生活動作）

の向上をめざし、介護保険施設等において日頃から効果的な口腔ケアサービ
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スが提供されるよう、医療・介護関係者への口腔ケアに関する研修や、介護

保険施設等での口腔ケア事業を実施します。 

 

○ 高齢者のうつ病が早期に発見され、適切な支援に結びつくよう、かかりつけ

医に対し、うつ病などの精神疾患についての専門研修等を実施します。 

また、地域包括支援センターを中心とした高齢者の見守り等のネットワーク

づくりを支援します。 
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（４）－２ 介護予防  

① 新しい総合事業 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護保険制度では、高齢者の要介護状態により、①要介護１～５、②要支援

１～２、③非該当に分類し、要介護者および要支援者に対して、保険給付を

用いた全国一律のサービスの種類・内容・運営基準・単価等による給付サー

ビスが提供されます。 

これに加えて、市町村が実施主体となり、被保険者が要介護状態または要支

援状態となることを予防し、社会に参加しつつ、地域において自立した日常

生活を営むことができるよう支援することを目的として「地域支援事業」が

実施されています。この事業により、地域における包括的な相談および支援

体制や、さまざまな主体の参画による日常生活の支援体制、在宅医療と介護

の連携体制および認知症高齢者への支援体制の構築等を一体的に推進して

いきます。 

 

○ 平成 27（2015）年度の制度改正では、地域支援事業のうち、介護予防事業

（介護予防・日常生活支援総合事業）を新しい介護予防・日常生活支援総合

事業（新しい総合事業）に再編し、要支援者に対する介護予防給付のうち、

介護予防訪問介護と介護予防通所介護を新しい総合事業に移行するととも

に、さまざまな主体による柔軟な取組を制度に取り入れることで、効果的か

つ効率的なサービスを提供できる仕組みを作り、利用者一人ひとりの実情に

応じた介護予防サービスを提供して、効果の高い介護予防につなげていくこ

ととなりました。 

この制度改正により、必要な専門的サービスが提供されるとともに、多様な

担い手による多様なサービスが提供されることで、利用者にとってはサービ

スの選択の幅が拡がり、在宅生活の安心が確保されます。また、住民主体の

サービス利用の拡充や認定に至らない高齢者の増加、重度化予防の推進の結

果として、費用の効率化につながることも期待されています。 

 

○ 新しい総合事業は、猶予期間を経て平成 29（2017）年４月から全ての市町

で実施されています。具体的には、要支援者と基本チェックリストにより本

事業の対象者と判断された高齢者を対象に、訪問型サービス・通所型サービ

ス・生活支援サービス（配食等）・介護予防支援事業（ケアマネジメント等）

などを行う「介護予防・生活支援サービス」と、介護予防事業に関する把握・
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図３－２－27 新しい総合事業の実施状況 

 

 

図３－２－28 介護予防給付の見直しと地域支援事業の充実等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行
相当

A B C D
現行
相当

A B C 配食 見守り

訪問・
通所一
体的
サービ
ス

実施数 25 14 11 14 1 25 14 7 17 6 0 1

実施率 100% 56% 44% 56% 4% 100% 56% 28% 68% 24% 0% 4%

（Ｈ29年10月１日現在）

保険者

訪問型サービス 通所型サービス その他の生活支援

（長寿介護課調べ）

サービスＡ：緩和された基準によるサービス

サービスＢ：住民主体によるサービス サービスＤ：移動支援サービス

サービスＣ：短期集中予防サービス
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図３－２－29 総合事業と生活支援サービスの充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（県の取組） 

 

○ 市町が新しい総合事業をより効果的に実施できるよう、市町および地域包括

支援センター職員を対象とした担当者研修や、介護予防サービス事業者を対

象とした従事者向け研修を開催し、市町や関係者間での情報交換や好事例の

情報提供を行うなどの支援に取り組みます。 
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（４）－２ 介護予防  

② 新しい介護予防事業 

 

（現状と課題） 

 

○ 平成 27（2015）年度の介護保険制度改正までは、介護予防事業は、全ての

第１号被保険者やその支援者などを対象とする一次予防事業と、主として虚

弱高齢者などを対象とする二次予防事業から成り、二次予防事業として「運

動器の機能向上」、「栄養改善」、「口腔機能の向上」、「その他（閉じこもり、

認知症、うつ予防・支援等）」といった介護予防プログラムを実施すること

で、高齢者の生活機能の維持・向上を図っていました。 

 

○ しかし、旧介護予防事業では、①介護予防の手法が、心身機能を改善するこ

とを目的とした機能回復訓練に偏りがちであった、②介護予防終了後の活動

的な状態を維持するための多様な通いの場を創出することが必ずしも十分

でなかった、③介護予防の利用者の多くは、機能回復を中心とした訓練の継

続こそが有効だと理解し、介護予防の提供者も「活動」や「参加」に焦点を

あててこなかったのではないか、といった問題点があり、必ずしも有益な事

業として機能していませんでした。 

 

○ そこで、これらの問題を解決し、介護予防事業を有益なものとして機能させ

るため、平成 27（2015）年度の制度改正により、一次予防事業と二次予防

事業を区別せずに、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予防事業を推

進することとし、特に、地域における介護予防の取組を機能強化するために、

リハビリテーション専門職等（以下「リハ職等」という。）を活用して介護

予防事業を推進する「地域リハビリテーション活動支援事業」が追加されま

した。 

 

○ 市町における介護予防事業を効果的かつ効率的に推進するためには、リハ職

等を活用した自立支援に資する取組を行うことが有効であることから、平成

27（2015）年度に三重県理学療法士会が、三重県作業療法士会および三重県

言語聴覚士会と連携し、「リハビリテーション情報センター」を創設しまし

た。県では、同センターによるリハ職の各種情報の集約・管理や市町や地域

包括支援センターへのリハ職派遣等の取組を支援しています。 
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図３－２－31 高齢者リハビリテーションのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－32 地域リハビリテーション活動支援事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （厚生労働省作成資料） 
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（県の取組） 

 

○ 市町担当者や地域包括支援センター職員等を対象とした研修等を通じて、好

事例やモデル事例の提供などを行うとともに、市町の取組を広く情報収集し、

他の市町でも参考になるよう、三重県ホームページで事例紹介を行います。 

 

○ 利用者への支援として、市町が行う地域の利用者に対する普及啓発の取組を

支援します。 

 

○ リハ職等の情報の集約・管理や、市町や地域包括支援センターへのリハ職等

の派遣等を行うリハビリテーション情報センターを支援するとともに、リハ

職等を対象とした研修を実施し、求められる役割や期待する効果等について

の講義を通じて、リハ職等の意識の向上を図ります。 

 

○ 三重県全体で効果的な高齢者の自立支援・重度化防止等に係る取組を推進し

ていくため、各市町の取組状況等の把握や評価を定期的に実施し、その結果

について有識者による介護予防市町支援委員会において助言を求め、実際の

事業実施に反映させていきます。 
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（４）－３ 生活支援 

 

（現状と課題） 

 

○ 近年、社会情勢や生活スタイルの変化により、単身高齢者世帯や高齢者夫婦

のみ世帯が増え、以前であれば同居家族が役割を担っていた家事等の作業に

ついても高齢者自身が行わなくてはならないケースが増えつつあり、今後も

この傾向は続くと考えられています。 

 

○ 高齢者が自分の健康状態や生活環境に応じて、必要なサービスを利用するた

めには、介護施設や民間事業者、ＮＰＯ等が提供しているサービスに頼るだ

けでは限界があります。そこで、その解決策の一つとして期待されているの

が、元気な高齢者が担い手となって行う、地域住民の力を活用した生活支援

サービスの充実です。高齢者自身が担い手となることにより、従来から地域

で利用されてきたサービスに新たな選択肢が加わり、ニーズへのきめ細かな

対応が可能になります。 

 

○ また、高齢者にとっては、自身が利用する生活支援サービスの選択の幅が広

がるだけでなく、「互助」の考え方に基づいて、高齢者自身が支援者側とし

て参画していくことで、地域とのつながりができるとともに、社会的役割を

持つことになり、生きがいや介護予防にもつながるという二次的効果も期待

されています。 

 

図３－２－33  介護予防に資する住民運営の通いの場の展開状況 

 

 

 

三重県 29 24 5 874 299 67 255 62 191

②主な活動内容

通いの場の箇所数（単位：箇所）

注) 「通いの場の活動内容」については「体操（運動）：体を動かすことが主」「会食：食事する事が主（料理教室を含む）」「茶話
会：おしゃべり等交流することが主」「認知症予防：体操以外の認知症予防が主」「趣味活動：レクリエーション等を含む」の中か
ら、活動内容として最も近いものを計上している。複数を組み合わせて実施している場合、最も活動目的が近いもの又は最も活
動時間を費やしているものを計上している。

出典：厚生労働省「平成２７年度 介護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調
査結果」

（単位：市町村数）

計
体操（運

動）
会食 茶話会

認知症予
防

趣味活動

①介護予防に資する通いの場の有無

計
住民運営の通い
の場「有」の市

町村数

住民運営の通い
の場「無」の市町

村数
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○ 高齢者を含むさまざまな主体によるサービスの提供を地域に生み出し、根付

かせ、発展させていくため、平成 27（2015）年度の介護保険制度改正によ

り、生活支援コーディネーターや協議体を各市町に配置することとなりまし

た。生活支援コーディネーターは、さまざまな主体による多様な取組を一体

的にコーディネートする役割を担っており、その機能としては、地域にある

既存のサービスと高齢者のニーズとのマッチングや、地域に不足しているサ

ービスの創出、関係機関等とのネットワーク化などがあります。また協議体

は多様な関係主体間の定期的な情報共有および連携・協働による取組を推進

することを目的として各市町が関係機関を構成員として設置するものです。 

 

○ 本県においては、生活支援コーディネーターに求められる役割や必要性を周

知し、各市町への配置を推進していくため、県内市町を対象とした研修を実

施することとし、その指導者を養成する「生活支援コーディネーター指導者

養成研修（平成 26（2014）年度厚生労働省実施）」に、三重県社会福祉協議

会や市町社会福祉協議会から推薦された職員を派遣し、指導者の養成を行い

ました。また、平成 28（2016）年度からは、三重県社会福祉協議会に「生

活支援コーディネーター養成研修」を委託し、市町職員等を対象とした研修

の開催に取り組んでいるところです。 
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図３－２－35  高齢者が自立した生活を継続できる地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（県の取組） 

 

○ 市町担当者、地域包括支援センター職員、市町社会福祉協議会職員等を対象

として、生活支援コーディネーター養成研修を開催します。 

 

○ 市町において生活支援コーディネーターや協議体による取組が進むよう、取

組状況の把握や相談に対する必要な助言・支援、取組事例の情報提供を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省作成資料） 
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○ 県では、地域支援事業県交付金として平成27（2015）年度に5.5億円、平成

28（2016）年度に6.6億円（見込み）、平成29（2017）年度は当初予算ベー

スで約10.9億円を負担しています。 

 

○ 平成 27（2015）年の制度改正により、地域支援事業のうち、これまでの介

護予防事業については、平成 29（2017）年４月までに新しい介護予防・日

常生活支援総合事業（新しい総合事業）に移行しています。また、包括的支

援事業については、これまでの地域包括支援センターの運営に加え、在宅医

療・介護連携の推進、認知症施策の推進、生活支援体制整備が位置付けられ、

平成 30（2018）年４月までに順次実施されることとなりました。 

 

○ この制度改正により、平成 27（2015）年度以降、地域支援事業県負担金は

増加していますが、住民主体の効率的なサービスの提供や介護予防の推進

等により、費用の伸び率を抑えることをめざしています。 

 

 

（県の取組） 

 

○ 市町における新しい総合事業の実施状況の把握や、相談に対する必要な助

言・支援および地域における好事例などの収集・情報提供を行います。 

 

○ 地域支援事業交付金について、算定誤りのない適正な交付のため、確実な算

定に努めます。 

 

○ 市町に対して、介護保険法に定められた割合に基づき費用を負担します。 

 

○ 保険者の介護保険財政に不均衡が生じた際に、資金の交付または貸付を行う

仕組みである介護保険財政安定化基金を活用するなど、制度の円滑な運営の

ための支援をしていきます。 
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（１）－３ 介護保険財政安定化制度 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護保険制度が安定して運営されるよう、予想を上回る介護給付費が生じた

場合や通常の努力を行ってもなお保険料の未納が生じる場合など、介護保険

財政に赤字が見込まれる場合に、県が設置した介護保険財政安定化基金から

市町等保険者に貸付（無利子）や交付を行います。 

 

○ 同基金は、国、県および市町等保険者がそれぞれ３分の１ずつを負担して基

金造成を図りましたが、基金積立残高を鑑みて、平成21（2009）年度以降の

拠出は行っていません。 

 

○ 平成 24（2012）年度に限り、第５期の保険料の上昇を抑制するために同基

金を取り崩すことが可能となったため、基金の一部を取り崩して、約７億８

千万円を市町等保険者に交付しました。これにより、三重県平均では月額

47円の保険料軽減の効果があったと見込まれます。 

 

○ 高齢化の進展に伴い、介護給付費が増加し、市町等保険者の介護保険特別会

計の規模が大きくなっています。 

 

 

                                単位：千円 

 第１期 

(12～14年度) 

第２期 

(15～17年度) 

第３期 

(18～20年度) 

第４期 

(21～23年度) 

第５期 

(24～26年度) 

第６期 

(27～29年度) 

交付金 5,172 1,994 - - 779,997  

交付市町村 １市 １町 - - 25  

貸付金 58,000 851,612 - 469,500 103,346  

貸付市町村 ２市町 6市町 - 5市町 3市町  

基金残高 2,968,313 2,920,765 4,781,149 4,353,127 2,391,588  

 

 

 

 

 

 

図３－３－５ 三重県介護保険財政安定化基金の運用状況 

三重県長寿介護課作成 
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（県の取組） 

 

○ 高齢化の進展に伴い、介護保険財政へ与える影響が大きくなっていることか

ら、同基金を適切に活用することにより、市町等保険者の介護保険財政の安

定化を図り、事業の円滑な実施を支援します。 

 

○ 同基金への拠出については、第７期計画中の交付・貸付見込額が第６期末の

積立残額に第７期中の償還額を加算した額を超えない見込みであることか

ら、拠出は行わない見込みです。 
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（１）－４ 低所得者対策 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護サービスを利用する場合、利用者は費用の１割もしくは２割を事業所に

支払います。この利用者負担が著しく高額とならないように、介護保険制度

ではいくつかの負担軽減制度が設けられています。主な負担軽減制度として

は、「高額介護（予防）サービス費」、「高額医療合算介護（予防）サービ

ス費」、「特定入所者介護（予防）サービス費（補足給付）」および「社会

福祉法人等による利用者負担額軽減制度」などがあります。 

 

○ 上記軽減制度のうち「社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度」につい

ては、軽減を実施する社会福祉法人等からの申し出が必要になっていること

から、申出事業所数の増加を図るため、働きかけを行いました。その結果、

実施申出のあった事業所数は、平成 27（2015）年３月 31日時点では 888事

業所でしたが、平成 29（2017）年３月 31 日時点では 921 事業所となり 33

事業所が増加しました。 

 

○ 低所得者の保険料については、負担能力に応じた負担を求めるという観点か

ら、所得段階別の保険料率が採用されているため、負担割合は軽減されてい

ます。現行では９段階を標準としつつ市町等保険者の判断で弾力化した設定

が行われており、所得水準に応じたきめ細かな保険料設定となっています。 

 

 

（県の取組） 

 

○ 県内で介護保険事業所を開設する全ての社会福祉法人等が軽減事業に取り

組むよう、未実施法人等に対しては事業の実施を働きかけます。 

 

○ 低所得者の負担軽減制度について、パンフレットの配布や三重県ホームペー

ジへの情報掲載、出前トークや研修会を通じて、利用者・関係者への周知を

図ります。 

 

 

 

 



123 

 

（１）－５ 介護保険審査会 

 

（現状と課題） 

 

○ 市町等保険者が行った要介護（要支援）認定や介護保険料の賦課などの処分

に対して不服がある場合は、第三者機関として県に設置されている「三重県

介護保険審査会」に審査請求を行うことができます。 

 

○ 「三重県介護保険審査会」は、知事が任命した委員により構成され、合議に

よる審査が行われます。また、要介護（要支援）認定に関する審査請求につ

いては、専門調査員による調査結果もふまえ審査を行います。 

 

○ 行政不服審査法及び行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律が平成28（2016）年４月１日から施行され、審査請求期間が現行の60

日から３か月に延長されました。 

 

図３－３－６  審査請求の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（県の取組） 

 

○ 審査請求の申請を受け付けた際は、迅速に審査会を開催し、適切に審査請求

に対応します。 

 

○ 委員の改選に際して、介護保険審査会委員会議を開催し、審査請求の状況な

どの共有を行います。 

 

（平成29（2017）年３月末現在：累計）（件） 

 
審査請求 

件数 

取り下げ 

件数 

裁決結果 

 審理中 却下 認容 棄却 

介護認定関係 96 23 73 0 3 32 38 

保険料関係 72 13 59 0 15 0 44 

審査請求総数 168 36 132 0 18 32 82 

 
三重県長寿介護課作成 
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（県の取組） 

 

○ 要介護認定について、一律の基準で公平・公正かつ適正に実施されるよう、

認定調査員、主治医、介護認定審査会委員、介護認定審査会事務局職員に対

して研修を実施し、要介護認定に関わる全ての者の資質向上を図ります。 

 

  

○ 要介護認定適正化に向けて、国が市町等に提供する要介護認定業務分析デー

タに偏りが見られた場合などには、認定調査員等を対象に課題整理や助言を

行うとともに、ｅ－ラーニングシステム活用による自己研鑽を勧めていきま

す。また、国の認定適正化専門員の介護認定審査会訪問による助言指導の受

入れを働きかけていきます。 
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（１）－７ 介護サービス情報の公表制度 

 

（現状と課題） 

 

○ 情報公表制度は、介護保険法に基づき、利用者が介護サービスや事業所・

施設を比較・検討して、自らが適切に選択するための情報を都道府県が公

表 す る 仕 組 み で あ り 、「 介 護 サ ー ビ ス 情 報 公 表 シ ス テ ム 」

（http://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/）において、三重県内の約 3,300

か所の事業所を含む、全国約 19万か所の介護サービス事業所の情報を公表

しています。 

 

○ 事業所の運営状況等を開示するとともに、事業所の特性を活かした取組に

ついても情報を開示し、事業運営の透明性を確保することにつながってい

ます。また、利用者の主体的な選択を支援する目的を通じて、事業所にお

けるサービス改善に向けた取組が評価される環境をあわせて整備すること

で、介護サービス全体の質の向上に寄与しています。 

 

○ 調査の実施に関する指針に基づき、県において必要と認める場合や事業者

より申出がある場合において、提供される介護サービスの基本情報および

運営情報について調査を実施し、公表される情報の透明性・正確性を担保

する必要があります。 

 

○ 情報公表制度について、利用者に対する普及・啓発に向けた取組を行ってお

り、今後も継続的に行っていく必要があります。 

 

〇 県では、福祉サービスの質の向上と利用者への情報提供を図るため、「みえ

福祉第三者評価」制度として福祉サービスの第三者評価事業を推進してい

ます。第三者評価事業については、介護事業者に対して、今後、第三者評

価の利用選択情報としての位置付けの強化や第三者評価の受け方・生かし

方等についてまとめた手引書（書籍）やパンフレットによる周知が図られ

ることに伴い、受審件数の増加が見込まれるため、受審が円滑に行われる

よう、評価基準の見直し、評価調査者の育成等を図っていく必要がありま

す。 
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○ 「みえ福祉第三者評価」制度の普及と介護サービス事業者の受審を促進する

とともに、評価結果を三重県ホームページで公表していきます。 

 

○ 地域密着型サービスの質の確保と向上を図るため、県が選定した評価機関に

おいて認知症高齢者グループホームを対象として外部評価を実施し、利用者

の選択に役立てられるよう、評価結果を独立行政法人福祉医療機構のホーム

ページＷＡＭＮＥＴ（ワムネット）で公表します。 
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（２）介護給付の適正化 

（２）－１ 総論 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給

者が真に必要とする過不足のないサービスを、事業者が適切に提供すること

を促すことであり、適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化

を通じて介護保険制度への信頼性を高め、持続可能な介護保険制度の構築に

資するものです。 

 

○ 本県では、平成 26（2014）年度に策定した「第３期介護給付適正化計画」

において、①介護サービス事業者等への指導・監査、②介護サービスに関す

る苦情への対応、の２つを重点課題に位置付けて取り組むとともに、③市町

が行う適正化事業の広域支援を実施しています。 

 

○ 今後も、必要な給付を適切に提供するための適正化事業を一層推進する必要

があります。 

 

 

（県の取組） 

 

○ 本県では、この計画を、「第４期介護給付適正化計画」と位置付け、第３期

より引き続き①介護サービス事業者等への指導・監査、②介護サービスに関

する苦情への対応、③市町が行う適正化事業の広域支援を実施します。 
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（２）－２ 介護サービス事業者等への指導・監査 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護保険は、社会保障制度の一つであり、公益性の高い行動規範の遵守が求

められることから、事業者に対しては、人員、設備及び運営に関する基準の

遵守、適正な介護報酬の請求に加え、より一層のケアの質の向上に取り組む

よう指導を行っています。このことにより、適切な運営を行っている事業者

を支援しつつ、介護給付の適正化を図っているところです。 

 

○ また、介護報酬の不正請求や著しい指定基準違反を行う悪質な事業者に対し

ては、利用者に著しい不利益をもたらすのみならず、介護保険制度全体の信

用を損なうものであることから、関係法令等に基づき、指定の取消等を含め、

厳正に対処しているところです。 

 

○ 介護保険制度の創設以来、事業者が増加し続けていることに加え、サービス

付き高齢者向け住宅等の有料老人ホームに居宅サービス事業所を併設する

形態の事業者が参入するなど、介護サービス基盤の態様も変化を続けている

ことから、より機能性の高い指導監督体制の確立と指導監督手法の重点化・

効率化が求められています。 

 

図３－３－９   平成 28（2016）年度指導・監査等の結果概要 

 

平成 28（2016）年度の指定介護保険施設・事業所実地指導の指摘項目 

ア 介護給付サービス事業 
指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

介護給付

費の算定 
その他 計 

訪問介護事業所 １ ６４ ７ － ７２ 

訪問入浴介護事業所 － ３ － － ３ 

訪問看護事業所 － ３ － － ３ 

訪問リハビリテーション事業所 － ４ １ － ５ 

居宅療養管理指導事業所 － － － － － 

通所介護事業所 ５ ４５ １１ － ６１ 

通所リハビリテーション事業所 － ２０ ２ － ２２ 

短期入所生活介護事業所 ２ ７３ １０ ６ ９１ 

短期入所療養介護事業所 － ３１ ４ － ３５ 
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指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

介護給付

費の算定 
その他 計 

特定施設入居者生活介護事業所 － ９ － － ９ 

福祉用具貸与事業所 ３ ４２ ２ １ ４８ 

特定福祉用具販売事業所 － ２０ － － ２０ 

居宅介護支援事業所 ５ ７４ １０ １ ９０ 

介護老人福祉施設 ２ ６０ ２０ ３ ８５ 

介護老人保健施設 － ４９ １１ ２ ６２ 

介護療養型医療施設 － ３ － － ３ 

計 

実施 １４７施設・事業所 

指摘 １３１施設・事業所 

 

１８ 

3.0% 

 

５００ 

82.1% 

 

７８ 

12.8% 

 

１３ 

2.1% 

 

６０９ 

100.0% 

 

イ 予防給付サービス事業 

指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

給付費の

算定 
その他 計 

訪問介護事業所 － ４８ ２ － ５０ 

訪問入浴介護事業所 － ３ － － ３ 

訪問看護事業所 － － － － － 

訪問リハビリテーション事業所 － ５ １ － ６ 

居宅療養管理指導事業所 － － － － － 

通所介護事業所 １５ １０５ ２２ ６ １４８ 

通所リハビリテーション事業所 － １９ ４ － ２３ 

短期入所生活介護事業所 － ４１ ２ ３ ４６ 

短期入所療養介護事業所 － １０ － － １０ 

特定施設入居者生活介護事業所 － ７ － － ７ 

福祉用具貸与事業所 ３ ４２ ２ １ ４８ 

特定福祉用具販売事業所 － ２０ － － ２０ 

計 

実施 １１２施設・事業所 

指摘   ８５施設・事業所 

 

１８ 

5.0% 

 

３００ 

83.1% 

 

３３ 

9.1% 

 

１０ 

2.8% 

 

３６１ 

100.0% 

 

平成 28（2016）年度実地指導による介護報酬の過誤調整の状況 

15事業所  過誤調整額 6,733,438円 

平成 28（2016）年度監査による介護報酬の返還の状況 

３事業所     返還額 1,415,051円 

 
介護サービス事業所 行政処分件数 

 三重県福祉監査課作成 

 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

２ ３ ２ ２ ０ 
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（２）－４ 市町が行う適正化事業の広域支援 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護給付の適正化を推進する上で、市町等には、介護保険の保険者として、

図３－３－14に示す適正化主要５事業の実施が求められています。 

 

○ 適正化主要５事業とあわせて、三重県国民健康保険団体連合会の介護給付適

正化システムによって出力される給付実績を活用することが望ましいとさ

れています。 

 

図３－３－14 市町等での実施が求められる適正化主要５事業および給付実績

の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 適正化主要５事業 

①要介護認定の適正化 

 指定居宅介護支援事業所等に委託している区分変更申請及び更新申請に係る認定
調査の内容について、市町職員等が訪問または書面等の審査を通じて点検する。 

 

②ケアプランの点検 

  介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画等（ケアプラン）の記載内容につ
いて、事業者に資料提出を求めまたは訪問調査を行い、市町職員等の第三者が点検及
び支援を行う。 

 

③住宅改修等の点検 

（１）住宅改修の点検 

  住宅改修の申請を受け、改修工事を施工する前に受給者宅の実態確認または工事
見積書の点検を行うとともに、施工後に訪問してまたは竣工写真等により、住宅改
修の施工状況等を点検する。 

（２）福祉用具購入・貸与調査 

  福祉用具利用者等に対する訪問調査等を行い、福祉用具の必要性や利用状況等を
確認する。 

 

④縦覧点検・医療情報との突合 

（１）縦覧点検 

  受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払い状況を確認し、提供されたサー
ビスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行う。 

（２）医療情報との突合 

  受給者の後期高齢者医療や国民健康保険の入院情報と介護保険の給付情報を突
合し、給付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行う。 

 

⑤介護給付費通知 

受給者に対して、利用したサービスの内容と費用を通知し、受給者や事業者に対し
て適切なサービスの利用と提供を普及啓発する。 

 

２ 給付実績の活用 

  三重県国民健康保険団体連合会で実施する審査支払い結果から得られる給付実績を
活用して、不適切な給付や事業者を発見し、適正なサービス提供と介護費の効率化、事
業者の指導育成を図る。 
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〇 積極的な実施が期待される「給付実績の活用」については、三重県国民保

険団体連合会より多くの帳票が市町等に提供されていますが、小規模市町

等では人員の制約や、活用方法が分からないことなどから、活用できてい

ない市町等が多くあります。 

 

○ 平成 29（2017）年度の介護保険法の改正により、市町村介護保険事業計画

に介護給付等に要する費用の適正化に関する事項を、都道府県介護保険事業

支援計画に適正化に関する取組への支援に関する事項を定めることが位置

付けられました。地域の実情にあわせた地域包括ケアシステムを進化・推進

していくために、適正化事業をさらに充実・発展させて実施していく必要が

あります。 

 

（県の取組） 

 

○ 保険者が実施する適正化５事業および給付実績の活用の中で、県として重点

的に取り組む事業を以下のとおりとし、市町等での積極的な取組を求めます。 

 

① 依然として低い実施状況にある「ケアプランの点検」について、計画期

間中（平成 30（2018）～32（2020）年度）全ての市町等において実施す

ることを目標とします。 

また、各市町等において「ケアプランの点検」で得られる効果をより   

確かなものにする方法を検討し実施できるよう支援します。 

以下、実施例 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例：点検後の介護支援専門員に対する意識調査や、過去に点検した事例についてその後

のケアプランを確認するなど、事業の効果を把握・検証する。 

例：介護給付適正化システムまたは三重県国民健康保険団体連合会から提供されるケア

プラン分析システムにおいて特異な値を示しているものを重点的に取り組むなど、事

業の有効性を高める。 

例：サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホーム等の入居者に焦点を当てて、いわゆ

る「囲い込み」に伴う過剰なサービス提供の改善・防止を目的に点検対象を選定する。 

例：地域ケア会議との連携を図り、事業の有効性を高める。 
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② 費用対効果が期待できる「給付実績の活用」について、取組を強化しま

す。 

       三重県国民健康保険団体連合会の介護給付適正化システムにおいて

出力される給付実績の帳票のうち、全国的に活用頻度が高い以下の３帳

票について特に積極的な活用を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 県としては、上記の取組目標の達成に向けて好事例の収集・情報提供を行う

とともに、市町等が抱える課題の解決に向けて必要に応じて個別に対応する

など、きめ細かな支援を行います。 

 

○ 「ケアプラン点検」の支援については、ケアプラン点検研修会を開催すると

ともに、実施が低調な市町等については、ケアプラン点検のアドバイザーの

派遣などの支援を行います。 

 

○ 給付実績の活用の支援については、三重県国民保険団体連合会と協働して、

介護給付適正化システムから出力される帳票の活用方法の助言などの支援

を行います。 

 

 

 

 

 

 

（１）認定調査状況と利用サービス不一致一覧表 

介護保険における給付内容と介護認定情報を突合し、認定調査状況と利用サー

ビスが一致しない場合出力される帳票。 

（２）福祉用具貸与費一覧表 

福祉用具貸与による費用は公定価格（単位数）が定められていないため、当帳

票は利用者ごとの福祉用具利用単位数や全国および都道府県の平均単位数が

表示されるものとなっており、乖離が大きい場合に適正な提供価格となってい

るか確認する帳票。 

（３）支給限度額一定割合超一覧表 

利用者ごとに支給限度額が一定割合を超えているものを抽出し、過剰なサービ

スが提供されていないか確認する帳票。 
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くという生きがいづくりの活動を推進するため、地域シニアリーダーの養成

事業を行っています。 

 

○ この事業は、地域において活動をしたいという意欲のある高齢者団体を対象

として、生活支援サービスや見守り活動など、地域が必要としている活動を

行うための実践的スキルを学ぶ研修を実施するものです。また研修と並行し

て、当該団体が属する市町や市町社会福祉協議会などの関係機関による会議

を実施し、カリキュラムの内容や研修終了後の活動の場について検討するこ

とで、住民と行政が連携して、地域資源の創出から活用・運用へと発展させ

ていくことを目的としています。 

 

○ この事業により創出された集いの場は、各市町が新しい総合事業を推進する

上で、地域の受け皿にもなりうるものであり、生活支援サービスの充実にも

寄与するものと考えられます。 

 

（県の取組） 

 

○ 高齢者がスポーツや芸術、参加者同士の交流等を通じて、心身ともにいきい

きと輝きながら生活できるよう、全国健康福祉祭（ねんりんピック）へ選手・

監督を派遣するとともに、文化作品展への出展を行います。 

 

○ 「地域シニアリーダー養成研修」を実施し、人材育成を行うとともに、関係

機関との連絡調整を行い、育成した人材が研修終了後に地域で活躍するため

の場づくりを支援し、高齢者の社会参加を推進していきます。 
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（１）－２ 老人クラブ活動支援 

 

（現状と課題） 

 

○ 老人クラブは、60 歳以上の会員で構成する、地域を基盤としたおおむね 30

人以上の自主的な組織で、健康づくりや介護予防に資する活動のほか、近年

では地域貢献活動にも力を入れており、友愛活動やボランティア活動、世代

間交流、環境美化、リサイクル活動など、地域の担い手としての活躍が期待

されているところです。 

 

○ 一方で、老人クラブが抱える大きな課題に、高齢者が増え続けているにも関

わらず、老人クラブのクラブ数や会員数が減少、あるいは伸び悩んでいるこ

とが挙げられます。平成 29（2017）年４月現在の三重県内の老人クラブ数

は 1,614クラブ（前年度比 96.4％）、134,908会員（前年度比 96.1％）とな

っており、減少の一途をたどっています。また、会員の高齢化が進むことで

若手層の後継者が不足し、クラブの存続が難しくなってきています。 

 

○ このような課題は、本県のみならず全国的な傾向として表れていることから、

全国老人クラブ連合会では、会員増強策として、平成 25（2013）年度に「100

万人会員増強運動」の取組を打ち出し、改善に取り組んでいるところです。 

 

図３－４－２ 三重県の老人クラブ数および会員数の推移 

       

○ 老人クラブへの参加が減少している要因としては、社会情勢や高齢者の生活

スタイルの変化、定年延長、趣味の多様化等により、高齢者自身の考え方が

変化し、従来の老人クラブのイメージや活動内容が魅力あるものとして捉え

られなくなってきていることなどが考えられます。 

 

○ これからの地域支え合い体制においては、地域に密着した団体である老人ク

ラブが地域の担い手として活躍することが、これまで以上に求められていき

ます。また、高齢者が老人クラブ活動を続ける中で、健康と生きがいを保持

年度 H25 H26 H27 H28 H29

会員数 159,048 153,319 147,534 140,316 134,908

クラブ数 1,855 1,797 1,755 1,675 1,614
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して仲間づくりを行い、元気であり続けることは健康寿命の延伸にもつなが

るものであり、本県では、老人クラブ、市町老人クラブ連合会、三重県老人

クラブ連合会が行う地域貢献活動等の事業を支援しています。 

 

○ 老人クラブ活動のより一層の活性化を図り、高齢者の生きがいや健康づくり

を推進するためにも、老人クラブの存在意義や役割を地域に広め、活動に共

感・賛同する高齢者を増やすとともに、若手層を中心とした高齢者に対し「互

助・共助」の必要性を周知して社会貢献活動への意識向上を高めていくこと

が必要です。 

 

（県の取組） 

 

○ 単位老人クラブが行う友愛活動やボランティア活動等の地域貢献活動につ

いて、重点的な補助配分を行うことで、老人クラブが地域の担い手になるよ

うな活動の支援を強化します。 

 

○ 市町老人クラブ連合会において、地域貢献活動のほか、若手高齢者の組織化

や市町老連活動支援体制強化等について、重点的な補助配分を行うことで、

会員数増加や資質の向上に資する活動の支援を強化します。 

 

○ 三重県老人クラブ連合会が平成 26（2014）年度に実施した市町老人クラブ

連合会実態調査の結果においては、単位老人クラブの解散または脱退の理由

では、役員の後継者不足が大きな課題となっていることが伺えます。社会に

求められる活動のあり方や新たな会員の獲得、役員後継者の育成など、今後

の活動支援の方策について検討していきます。 

 

図３－４－３ 単位老人クラブの解散または脱退の理由 

 （単位：クラブ数） 

  平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

役員の後継者不足 25 23 25 

クラブ活動の停滞 3 4 1 

独自の活動を目指す 4 6 4 

その他 0 2 1 

出典：平成 26 年度市町老人クラブ連合会実態調査（三重県老人クラブ連合会） 
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（１）－３ 雇用確保 

 

（現状と課題） 

 

○ 少子高齢化の急速な進行に伴い、労働力人口の減少が予測されている中、高

年齢者が社会で活躍することは、労働力人口の不足を補うとともに、高年齢

者自身の生きがいにもつながることから、高年齢者も意欲と能力があるかぎ

り年齢に関わりなく働き続けられる「生涯現役社会」の実現に向けて取り組

んでいく必要があります。 

 

○ 働く意欲のある高年齢者に働く場を提供するため、企業と高年齢者のマッチ

ングの機会を提供していくことが必要です。 

 

○ 定年退職後等の高年齢者が地域社会でいきいきと活躍するため、地域に密着

した多様な就業機会を提供するシルバー人材センターの果たす役割はさら

に大きくなることから、シルバー人材センターの機能拡充やシルバー人材セ

ンターを通じた就業機会の確保が求められます。 

 

 

（県の取組） 

 

○ 企業と高年齢者がマッチングする機会を提供し、高年齢者の就労が促進され

るようハローワークや三重労働局と連携して就職面接会を開催します。 

 

○ 高年齢者の多様な就業機会を確保し、生きがいをもって社会生活が送れるよ

う、シルバー人材センターの機能拡充に向けた支援を行います。 
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（２）高齢者に相応しい住まいの確保 

（２）－１ 有料老人ホーム 

 

（現状と課題） 

 

○ 有料老人ホームは、高齢者を入居させ、入浴等の介護、食事の提供その他の

日常生活上の必要な便宜を供与する施設であり、県内の施設数は 182施設、

定員数は 5,112人（平成 29（2017）年 10月１日現在）、入居率は 85.9％（平

成 29（2017）年７月１日現在）となっています。このうち、特定施設入居

者生活介護の指定を受けた有料老人ホームは 33 施設、定員数は 1,453 人と

なっています。 

 

○ 入居者の要介護状態区分の状況は、自立者（2.3％）、要支援者（8.0％）、要

介護者（92.0％）となっており、このうち、要介護３から５の方の割合が

54.5％となっています。 

  

○ 介護保険サービス事業所を併設している住宅型有料老人ホームは 91 施設で、

主な提供サービスは通所介護、訪問介護となっており、住宅型有料老人ホー

ム全体の 77.8％を占めています。 

 

○ 有料老人ホームについては、県に対して老人福祉法の規定に基づき設置の届

出を事前に行う必要があり、県では事業者に対し適正な届出と運営の指導を

行っています。また、平成 29（2017）年の老人福祉法改正により、平成 30

（2018）年４月から、県は再三の指導に従わず悪質な事業を続ける有料老人

ホームに対して指導監督を行うとともに、事業停止命令の措置を行えること

となりました。 

 

○ 県内の未届有料老人ホームは、平成 28（2016）年 10月１日現在では７施設

ありましたが、平成 29（2017）年 10月１日現在では３施設となっています。

全ての有料老人ホームの適正な届出と運営が図られるよう周知や指導、助言

に努める必要があります。 
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（２）－２ サービス付き高齢者向け住宅 

 

（現状と課題） 

 

○ サービス付き高齢者向け住宅は、安否確認・生活相談サービス等を提供する、

高齢者を入居対象とした住宅です。「住宅」としてふさわしい居室の面積や

設備を備えるとともに、比較的低額な初期費用で入居でき、また、全ての住

宅についてインターネットによる情報開示がされています。介護保険やその

他生活支援のサービスは、入居者が必要に応じて利用することになるため、

提供されるサービス、入居者の状況（病状や要介護度等）は、建物ごとに大

きく異なります。 

 

○ サービス付き高齢者向け住宅は、国の補助金や税の優遇等の効果もあり、平

成 23（2011）年 10月の制度開始後５年ほどの間に全国で 6,633棟・216,680

戸、県内では、177棟・5,175戸が登録されており（平成 29（2017）年３月

31日現在）、今後も増え続けるものと予想されます。 

  

○ サービス付き高齢者向け住宅の整備については、基本的に民間事業者に委ね

られていることから、事業者が主体的に入居者のニーズにマッチした居住環

境の整備に努めるとともに、事業者の経営状況の悪化等により入居者が不安

定な状況にならないよう、関係機関が連携して入居者の居住安定を図る必要

があります。 

 

○ 県内のサービス付き高齢者向け住宅は、全て有料老人ホームに該当しており

（平成 29（2017）年 10 月現在）、県では有料老人ホームとあわせて、適正

な事業運営が図られるよう事業者への指導、助言を行っております。 
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（３）権利擁護と虐待防止 

（３）－１ 高齢者の権利擁護 

 

（現状と課題） 

 

○ 介護保険制度の導入により、介護サービスの利用が措置から契約に移行され

ましたが、認知症高齢者や知的・精神障がい等を有する高齢者が、十分な判

断能力がないために必要なサービスが受けられていないケースがあります。 

 

○ また、十分な判断能力がないことから、悪徳商法や振り込め詐欺などの経済

的な被害に遭う高齢者が増加しています。 

 

○ 県では、認知症高齢者や知的・精神障がい等を有する高齢者など、十分な判

断能力がない人が地域で自立した生活を継続できるようにするために、県内

15 市町の基幹的社会福祉協議会による福祉サービスの利用支援や日常的金

銭管理を行う「日常生活自立支援事業」の実施を支援しています。この事業

は、利用者が年々大幅に増加しており、今後もさらなる増加が予想されるこ

とから、それに対応する実施体制を確保する必要があります。 

 

○ 認知症高齢者などの判断能力が不十分な人を支援していくため「成年後見

制度」が設けられています。本人、配偶者、４親等以内の親族、市町長の

申立などにより、家庭裁判所が成年後見人等を選び、本人の身上監護や財

産管理が行われます。成年後見人等は、親族のほか、弁護士、司法書士、 

社会福祉士などの第三者が選ばれることがあります。 

 

〇 県では、成年後見制度の活用を促進するため、地域支援事業（成年後見制

度利用支援事業）を活用し、市町が実施する市町長申立や後見人報酬の助

成、成年後見制度の利用促進のための広報・普及活動等の取組について支

援を行っています。また、市町担当者などを対象にした成年後見制度に関

する研修を実施しています。 

  平成 28年(2016年)５月、成年後見制度の利用の促進に関する法律が施行さ

れたことをふまえ、県において、市町が講ずる措置を推進するため、広域

的な見地から、成年後見人となる人材の育成、必要な助言その他の援助の

取組を一層強化する必要があります。 
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図３－４－６ 日常生活自立支援事業利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（県の取組） 

 

○ 日常生活自立支援事業について、三重県社会福祉協議会では、県内 15 市町

の基幹的社会福祉協議会に「日常生活自立支援センター」を設置し、契約者

(利用者)への「福祉サービスの利用援助」、「日常的金銭管理サービス」、「書

類等預かりサービス」の支援を行っており、県は、本事業の推進のために、

三重県社会福祉協議会を通じて「日常生活自立支援センター」の運営を助成

するとともに、低所得者に対する利用料補助の支援を行います。 

 

○ 地域支援事業（成年後見制度利用支援事業）を活用し、市町が実施する成年

後見制度の活用を促進するための取組について支援します。 

 

○ 市町長申立や市民後見人の育成・活用、成年後見制度の推進・普及につい

て、市町担当者などを対象にした成年後見制度に関する研修を実施します。 

 

図３－４－７ 津家庭裁判所管内の市町長申立件数                     

     最高裁判所事務総局家庭局資料 

年度 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 

市町長申立数 27件 48件 46件 60件 60件 60件 86件 

 

 

 

三重県健康福祉部地域福祉課作成 

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
利用者数 739 841 936 1,026 1,149 1,248 1,426 1,585 1,687
対前年度伸び率 121.3% 113.8% 111.3% 109.6% 112.0% 108.6% 114.3% 111.2% 106.4%
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（３）－２ 高齢者の虐待防止への対応 

    ② 高齢者の虐待への対応 

 

（現状と課題） 

 

○ 本県の平成 27（2015）年度の高齢者虐待の状況は、（３）－２の①において

も記述のとおり、養介護施設従事者等によるもの、養護者によるものいずれ

も、相談・通報件数、虐待と判断した件数とも前年度より増加しており、こ

れら以外にも虐待通報に至らないケースが存在すると思われます。 

 

○ 高齢者虐待対応においては、未然の防止策を講じると同時に、発生してしま

った虐待事例に対する適切な対応が不可欠です。高齢者虐待の一義的な窓口

は市町となりますが、迅速かつ適切に対応することにより虐待の被害を抑え

ることができる事例も少なくないことから、都道府県においては市町の資質

向上を支援することが求められています。 

 

○ 本県では、これまで市町職員や地域包括支援センター職員、看護職員等を対

象とした地域権利擁護に係る基本研修や実務者向け研修、専門職を交えて意

見交換を行う交流会等を実施し、高齢者虐待に関する正しい知識や、虐待が

発生した場合の適切な対応の方法などについて、情報提供や助言等を行って

きました。 

 

○ また、特に対応が困難な事例に対しては、「三重県高齢者虐待防止チーム」

の積極的な活用を促進しています。「三重県高齢者虐待防止チーム」は三重  

弁護士会、三重県社会福祉士会、三重県健康福祉部長寿介護課が連携して設

置している組織で、専門職が高齢者虐待の困難事例発生後の対応について、

個別アドバイスを行うほか、個別ケース検討会議等に専門職を派遣するなど

のサポートを行っています。 
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（県の取組） 

 

○ 市町や地域包括支援センターの職員を対象とした実務者向けの研修を行い、

高齢者虐待に関する正しい知識や虐待が発生した場合の適切な対応につい

て普及啓発するなどの技術的支援を行います。 

 

○ 対応困難な事例について、「三重県高齢者虐待防止チーム」の積極的な活用

を促進するため、研修会等で周知するほか、チラシ等の紙媒体やホームペー

ジでの情報提供を行います。 

 

○ 各市町のみでは対応が困難な事例について、相談への助言や市町と連携した

対応を行います。 

 

図３－４－12  三重県高齢者虐待防止チーム活用フロー 
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（４）高齢者の安全安心 

（４）－１ 高齢者の見守りネットワーク 

 

（現状と課題） 

 

○ 高齢単身・夫婦のみ世帯など支援を必要とする高齢者の増加に伴い、地域サ

ロンの開催、見守り・安否確認、外出支援、買い物・調理・掃除などの家事

支援などの生活支援の必要性が増加しています。 

 

○ 高齢者の見守りは、民生委員や地域包括支援センター、社会福祉協議会など

による定期的な訪問のほか、老人クラブなどによる友愛訪問や緊急通報シス

テム等の貸与によるものなど、さまざまな実施主体により行われています。 

 

○ 平成 28（2016）年度「地域包括支援センターが行う包括的支援事業におけ

る効果的な運営に関する調査研究事業」（複数回答）によると、県内 29市町

の見守り体制整備状況は、「緩やかな見守りを行う（地域住民等が異変に気

付いたらセンター等に連絡する等）」が 65.5％、「定期的な見守りを行う（民

生委員・ボランティア等で担当を決め、定期的に行う）」が 62.1％、「専門

職による見守りを行う（認知症等困難な課題を抱える高齢者に対して専門職

が行う）」が 34.5％になっています。 

 

○ 定期的な見守りを実施している市町の見守り体制は、「民生委員が実施」の

割合が 88.9％と最も高く、次いで「水道、郵便、新聞配達員等との連携」33.3％

などの順となっています。 

 

○ 県内では、地域の警察、消防、自治会、民生委員、介護事業所、商店等で認

知症高齢者の「見守りネットワーク」を構築し、心配な高齢者の情報を地域

包括支援センター等に入る仕組みを形成するとともに、行方不明者の情報を

ネットワーク構成員に提供して早期発見につなげる取組や、行方不明になる

恐れのある認知症高齢者の情報を事前に登録し、地域包括支援センターと警

察にあらかじめ共有しておくことで、行方不明時の捜索を的確かつスムーズ

に行う取組を行っている市町があります。（再掲） 
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図３－４－13  市町等における見守り体制の整備状況（複数回答） 
 

          三重県 全国 

 
ア 緩やかな見守り 65.5% 73.5% 

イ 定期的な見守り 62.1% 34.6% 

ウ 専門職による見守り 34.5% 34.6% 

エ   その他 
 

  17.2% 11.9% 

オ  見守り体制なし   6.9% 4.0% 

カ 無回答   10.3% 4.0% 

平成 28年度老健事業「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング） 

 

図３－４－14   定期的な見守りの実施体制（複数回答） 
 

  
   

  三重県 全国 

ａ  市町村が直接実施 5.6% 18.8% 

ｂ 地域包括支援センターが実施 27.8% 35.0% 

ｃ 民生委員が実施 88.9% 73.1% 

ｄ ボランティア、ＮＰＯが実施 5.6% 20.4% 

ｅ 自治会が実施 11.1% 18.9% 

ｆ 社会福祉協議会が実施 27.8% 39.2% 

ｇ 水道、郵便、新聞配達員等との連携 33.3% 37.9% 

ｈ その他 0％ 15.8% 

平成 28年度老健事業「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング） 

 

図３－４－15   地域の民間業者等との見守りに関わる協定の締結状況 
 

          三重県 全国 

ア 締結している 55.2% 62.5% 

イ 締結していない 44.8% 34.7% 

平成 28年度老健事業「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング） 

 

○ 地域の民間業者等との高齢者見守り協定の締結も年々進んでおり、平成 27

（2015）年度までに締結している市町は 16 市町（55.2％）で、１市町あた

り平均締結数は 5.9件になっています。 

県でも、平成 27（2015）年度以降、５つの民間事業者と、配達や訪問時に
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異変が見られた場合の通報・連絡やその連絡先の確認、認知症サポーター研

修の実施等の内容で高齢者見守り等の協定を締結しています。 

 

図３－４－16  三重県と地域の民間業者等との見守り等に関する協定の締結

状況 

 

 

（県の取組） 

 

○ 全ての市町において見守り活動が実施されるよう、地域包括支援センター等

の職員を対象として、地域のニーズ把握やネットワーク形成力向上等に関す

る研修を行い、社会福祉協議会、民生委員、自治会、老人クラブなどの地域

の関係者が相互に連携しながら見守り活動を実施するネットワークづくり

の構築を支援します。 

 

○ 高齢化・単独世帯化など、地域を取り巻く環境が変化する中、高齢者訪問な

ど、地域を巡回する機会が多い民間事業者と今後も協定締結を行い、連携体

制を整備することにより、高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らす

ことができる地域づくりをめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

締結先 内容 締結年月 

セブンイレブン・ジャパン お届けサービス時の安否確認、高齢者雇用、認知症サ

ポーター養成 
平成 27年 5月 

JA 三重中央会 訪問時の安否確認、空き店舗を利用した集いの場にお

ける見守り、認知症サポーター・フォローアップ研修 
平成 28年 7月 

エーザイ 認知症に関する研修会等への協力、認知症ケア製品等

の開発協力 
平成 29年 3月 

日本郵便東海支社 配達等での安否確認と異変時の情報提供、認知症サポ

ーター養成 
平成 29年 7月 

佐川急便 配達等での安否確認と異変時の情報提供 平成 29年 10月 

日本生命 認知症サポーターの養成、日々の活動を通じての高齢

者の見守り 
平成 29年 11月 
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（４）－２ 消費者保護 

 

（現状と課題） 

 

○ 高齢者をターゲットとした悪質商法が依然として後を絶たず、三重県消費生

活センターに寄せられた相談のうち 60 歳以上の相談者の割合は、平成 25

（2013）年度以降、相談全体の 30％を超えています。 

 

○ パソコン、スマートフォンの普及に伴い、各世代においてデジタルコンテン

ツに係る相談が最も多くなっています。また、日中在宅している割合が高い

高齢者を対象とした訪問販売、電話勧誘販売による被害が多く、中でもイン

ターネット接続回線や健康食品、住宅のリフォームに関する相談の割合が多

くなっています。 

 

図３－４－17 苦情相談件数の推移（三重県消費生活センター受付分） 

 

 

 

○ 三重県消費生活センターにおいて、消費生活相談を実施し、消費者トラブル

の解決のためのアドバイスや、事業者との交渉のあっせんを行います。 

 

○ 啓発活動の一環として、地域で開催される消費者展等に参加し、啓発を行い

ます。また、各地域において、消費生活に関する出前講座等を実施します。  

 

○ 判断能力が十分ではない高齢者等の消費者トラブル防止のために、市町と連

携して地域における見守り体制の整備を支援します。 

 

○ 高齢者被害防止のため、地域の民生委員、社会福祉協議会職員、消費者団体、

地域包括支援センター職員等を対象に「消費者啓発地域リーダー」を養成し、

地域からの情報発信による啓発活動を進めます。 

年 度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

苦情相談件数  4,023件 4,095件 3,861件 2,577件 2,342件 

60 才以上の苦情相談   1,175件 1,358件 1,190件 795件 752件 

構成率 29.2％ 33.2％ 30.8％ 30.8％ 32.1％ 

（県の取組） 
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（４）－３ 交通安全 

 

（現状と課題） 

 

○ 県内の交通事故死者数は長期的には減少傾向にありますが、65 歳以上の高 

齢死者の占める割合は、平成 20（2008）年以降、全体の死者数の半数以上

を占めている状況が続いていることから、高齢者の交通事故防止が継続的な

課題となっています。 

 

○ 高齢者の死者のうち、交通弱者（歩行者、自転車）の死者が約５割を占めて 

いることから、交通弱者に対する交通安全対策を講じていく必要があります。 

また、加齢に伴う身体機能の低下が、自動車の運転にも影響を及ぼすことか

ら、高齢運転者に対する対策も講じていく必要があります。 

 

○ 75 歳以上の方が免許更新時に「認知機能検査」を受検した結果、認知機能

（運転に必要な記憶力・判断力）が低くなっていると判定された場合は、そ

の全ての方が「臨時適性検査」（医師の診断）または主治医等の診断書提出

の対象になり、認知症と診断された場合は、免許の取り消しまたは停止との

対象となることが定められています。 

また、平成 29（2017）年３月施行の道路交通法の一部改正により、免許更

新時の検査に加えて、75 歳以上の運転者が、「信号無視」等の 18 項目の違

反行為をした場合にも「臨時認知機能検査」の受検義務が課せられ、認知機

能が低くなっていると判定された場合は、同様に「臨時適性検査」の受検ま

たは主治医等の診断書提出の義務が課せられることとなりました。 

 

図３－４－18  県内の交通事故死者数 

 年 2010 

(H22) 

2011 

(H23) 

2012 

(H24) 

2013 

（H25） 

2014 

（H26） 

2015 

（H27） 

2016 

（H28） 

全死者数 

（人） 
135 95 95 94 112 87 100 

うち高齢者

（人） 
71 53 48 49 57 52 52 

構成率 52.6% 55.8% 50.5% 52.1% 50.9% 59.8% 52.0% 
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（県の取組） 

 

○ 四季の交通安全運動において、「高齢者の交通事故防止」を重点の一つに掲

げ、反射材の活用等をはじめとするきめ細かな広報・啓発活動を展開し、高

齢者の交通安全意識の高揚を図ります。 

 

○ 三重県交通安全研修センターにおいて、加齢に伴う身体的機能の変化が自覚

できるよう参加・体験・実践型の交通安全教育を実施します。 

 

○ 県内各地域の高齢者等の交通安全意識の普及・啓発活動に自ら取り組む高齢

者（交通安全シルバーリーダー）を育成するとともに、その活動を支援しま

す。 

 

○ 平成29（2017）年３月施行の道路交通法の一部改正を受けて、県警や関係機

関と連携の上、研修・説明会の機会を通じて医療・介護関係者等への制度の

周知や情報共有を行います。また、三重県認知症コールセンター等の相談機

関について広く周知を行い、運転に不安を抱える高齢者やその家族への支援

体制の強化を図ります。 

 

○ 運転免許証自主返納者に対する民間事業者等の各種サービスを募集するな

ど、加齢に伴い車の運転に不安を感じる高齢運転者が、運転免許証を返納し

やすい環境を整備していきます。 
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（４）－４ ユニバーサルデザイン 

 

（現状と課題） 

〇 県では、「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例」に基づき、

「社会のあらゆる分野における全ての人々の社会参加の機会を確保し、一

人一人が互いの価値を認め合いながら、自由に行動し、安全で快適に生活

できるユニバーサルデザインのまちづくり」を実現するため、さまざまな

取組を進めています。 

 

〇 「ユニバーサルデザイン（ＵＤ）」は「すべての人のためのデザイン」を意

味し、年齢、障がいの有無、性別、国籍等にかかわらず、最初からできる

だけ多くの人が利用可能であるようにデザインすることをいいます。 

 

〇 ユニバーサルデザインの意味を知っている県民の割合は上昇していますが、

意識の浸透は十分でありません。全ての人の人権が尊重され、ともに暮ら

すことができる社会を実現するためには、施設等のハード面の整備ととも

に、ソフト面の取組が必要であり、一人ひとりが互いにおもいやりを持っ

て、ユニバーサルデザインのまちづくりを自分自身の問題としてとらえて

行動することが必要です。 

 

〇 ユニバーサルデザインに配慮された施設整備を進めるため、三重県ユニバ

ーサルデザインのまちづくり推進条例の整備基準に適合する公共施設や商

業施設等に適合証を交付し、適合施設を県ホームページで紹介しています。

さらに適合施設を増やすため、ユニバーサルデザインに対する事業者や設

計者の理解が進むための取組が必要です。 

 

〇 高齢者、障がい者等で歩行が困難な人の外出を支援するため、公共施設や

商業施設等さまざまな施設に「おもいやり駐車場」を設置するとともに、

必要な人に「おもいやり駐車場」の利用証を交付する「三重おもいやり駐

車場利用証制度」を進めており、制度の適正な運営を図るための取組が必

要です。 

 

〇 公共交通機関である鉄道を利用する際に、高齢者、障がい者等をはじめと

する全ての人が安全で自由に移動できるよう、駅舎のバリアフリー化を進

める必要があります。 
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〇 高齢者が自由に行動し、安全で快適に生活できる社会を実現するためには、

施設整備等とともにわかりやすい情報が必要となりますが、印刷物やホー

ムページ、施設の案内などの情報については、このような配慮が十分でな

いものも見られます。公共施設や公共交通機関、民間の商業施設等におい

て、利用する方に応じたサービスの提供がなされるよう、環境整備を進め

る必要があります。 

 

 

（県の取組） 

〇 県民の皆さんが、ユニバーサルデザインのまちづくりの考え方を理解し、

行動していくため、啓発活動や学習機会の提供を行うとともに、活動を担

う人材の育成を進めます。 

 

〇 高齢者で歩行が困難な人の外出を支援するため、「おもいやり駐車場」の利

用証が必要な人への周知を図るとともに、事業者等の「おもいやり駐車場」

の設置を促進します。 

 

〇 高齢者が、安全で自由に移動し、安心して快適に施設を利用できるよう、

ＵＤ条例の整備基準に沿って公共的施設の整備を進めます。また、施設の

整備または管理を担う人たちへの啓発を行うとともに、整備された施設に

ついて、県民の皆さんへの情報提供を進めます。 

 

〇 高齢者が、安全で自由に移動できるよう、鉄道事業者が行う駅舎のバリア

フリー化を支援します。 

 

〇 ユニバーサルデザインの視点に立ち、わかりやすい情報提供や、利用しや

すく満足感を得られるサービスの提供を進めます。また、サービスを利用

するさまざまな方への配慮がなされるよう、ユニバーサルデザインのまち

づくりに関する啓発や研修を行います。 
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（４）－５ 防災対策 

 

（現状と課題） 

 

○ 近年、東日本大震災・熊本地震の発生、台風や局地的大雨に伴う土砂災害等

により、高齢者や高齢者施設が被災する事例が多くなってきており、高齢者

が安心して過ごせる場の確保と防災対策が必要となっています。 

 

○ 県では、東日本大震災の教訓をふまえ、これからの三重県の地震・津波対策

の方向性と道筋を示した「三重県新地震・津波対策行動計画」を平成 26 年

（2014）３月、「三重県新風水害対策行動計画」を平成 27年（2015）３月に

策定しました。この計画では、特に注力すべき課題として、災害時要援護者

対策を掲げ、重点的に取り組んでいます。 

 

○ また、平成 30年（2018）３月には、「三重県新地震・津波対策行動計画」お

よび「三重県新風水害対策行動計画」に代わる新たな行動計画として、両計

画を一本化した「三重県防災・減災対策行動計画（仮称）」を策定し、風水

害対策についても本格的な取組を進めていくこととしています。 

 

〇 高齢者は、風水害、地震、津波、火災等の発生時に支援を必要とすること

が多く、主に災害対策を担う市町において「災害時要援護者」対策として

支援の体制を整備しておくことが求められます。 

 

〇 福祉避難所は県内全ての 29市町で確保されましたが、市町間で福祉避難所

の確保状況に差があることから、さらなる確保を進める必要があります。

また、運営マニュアルの策定は半数以下にとどまっており、策定を促進す

る必要があります。 

 

〇 さらに避難時には迅速かつ安全に入所者を避難させることが要求され、そ

れに伴う施設職員の派遣や受入れが円滑に行われる体制づくりが必要です。 

 

〇 平成 25（2013）年度に東紀州圏域をモデル地域とし、特別養護老人ホーム

および介護老人保健施設をメンバーとするワーキンググループを立ち上げ、

施設間の相互支援協定の締結に向けた協議を行い、平成 26（2014）年３月

に東紀州圏域内の 16施設が協定を締結しました。また、東紀州地域以外の

特別養護老人ホームおよび介護老人保健施設に対し、相互支援協定の検討
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を通知したところ、平成 26（2014）年度に北勢圏域内で 1 団体、13 施設、

平成 27（2015）年度に同じく北勢圏域内で 1団体、22施設が新たに協定を

締結しました。今後も他の地域における相互支援協定の締結に向けて支援

していく必要があります。 

 

 

（県の取組） 

 

○ 「三重県新地震・津波対策行動計画」、「三重県新風水害対策行動計画」、「三

重県防災・減災対策動計画（仮称）」、に位置付けた災害時要援護者対策の取

組を着実に推進していきます。 

 

○ 市町における避難行動要支援者の名簿の作成や、それに基づく個別計画の整

備等の取組を支援します。 

 

○ 福祉避難所の確保に向けた市町への働きかけを行うとともに、災害発生時に

福祉避難所が機能するよう、運営マニュアルの策定や訓練の実施を支援しま

す。 

 

○ 市町が実施する、在宅要介護者等の避難体制の整備について、各市町の実施

状況を定期的に調査する等により情報共有を図るとともに、平常時から専門

職種と連携して防災対策の検討を行う会議の開催を支援するなどの取組を

進めます。 

 

○ 在宅要介護者等の避難体制の整備に係る介護職員等に対し、災害時の対応に

関する研修等を実施します。 

 

○ 特別養護老人ホームおよび介護老人保健施設に対して、施設間の相互支援協

定について周知を行うなど、協定締結に向けての働きかけを行っていきます。 

 

 

 


